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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　エジプト・アラブ共和国は、慢性的な貿易赤字の解消を視野に入れて輸出産業への投資促進を

図り、公的企業の段階的な民営化による産業の活性化を進めてきましたが、多くの企業はこれま

での保護政策下で十分な国際競争力を身につけるに至っていない状況にあります。

　また、産業を支えるうえで重要な、中小企業を中心とした自動車部品、一般機械などの産業振

興は国家開発計画の最優先課題となっていますが、基本的な技術並びに品質管理に問題があり、

産業の競争力強化を阻害する要因となっており、その早急な改善が急務となっています。

　このため、同国政府は、1998年８月我が国に対し、中央冶金研究所の鋳造、金属加工、熱処

理、評価試験に関する技術強化を目的としたプロジェクト協力を要請してきました。

　中央冶金研究所（ＣＭＲＤＩ）は、同国における金属学の研究開発及び中小企業を中心とした

民間への技術サービスにおける中核的存在であり、鉱石評価・資源選鉱、冶金、金属加工、溶接

の４部門を擁しております。

　この要請を受け、我が国政府は1999年４月事前調査団を派遣し、日本におけるＯＤＡを取り巻

く最近の情勢等を先方に説明したうえで、プロジェクトの要請背景・実施体制の確認、要請各分

野に関するニーズ及び要請内容の確認、エジプト側の技術レベルの把握及び問題分析等を行いま

した。さらに、これを踏まえ、技術移転分野・項目の絞り込み及び具体的協力形態・内容、また

日本・エジプト双方の投入計画（案）の検討を行いました。

　今回、1999年９月17日から10月１日まで派遣された短期調査チームは、事前調査の結果を踏ま

え、エジプト側のニーズ、レベルの詳細を確認するとともに技術移転分野、項目の再確認を行い

ました。さらに、プロジェクトの基本計画、技術協力計画、投入計画の詳細について協議を行

い、その結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査チームの調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関し

ご協力いただいた日本、エジプト両国の関係各位に対し深甚なる謝意を表しますとともに、あわ

せて今後のご支援をお願いする次第です。
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１章　短期調査の派遣１章　短期調査の派遣１章　短期調査の派遣１章　短期調査の派遣１章　短期調査の派遣

１－１　派遣の経緯と目的１－１　派遣の経緯と目的１－１　派遣の経緯と目的１－１　派遣の経緯と目的１－１　派遣の経緯と目的

　エジプトでは、慢性的な貿易赤字の解消をも視野に入れ、輸出産業への投資促進策がとられて

おり、公的企業の段階的な民営化による産業の活性化も進められているが、多くの企業はこれま

での保護政策下で十分な国際競争力を身につけていない。また、産業を支えるうえで重要な、中

小企業を中心とした自動車部品、一般機械などの産業開発は、国家計画の最優先課題となってい

るが、基本的な技術並びに品質管理が欠落しており、産業の競争力強化を阻害する要因となって

いることから、その早急な改善が急務となっている。

　かかる状況下、エジプト政府は、1998年８月、我が国に対し、鉱石評価・資源選鉱、冶金、

金属加工、溶接の４部門に管理部門を加え約500人の人員（内約30％が研究員）を擁し、同国に

おける金属学の研究開発及び中小企業を中心とした民間への技術サービスにおいて中核的な存

在である中央冶金研究所（Central Metallurgical Research and Development Institute：

ＣＭＲＤＩ）の鋳造、金属加工、熱処理、評価試験に関する技術を強化することを目的とするプ

ロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請を受け、我が国は、ＪＩＣＡを通じ、1999年４月に事前調査団を派遣し、日本におけ

るＯＤＡを取り巻く最近の情勢及び予算事情、プロ技スキームを先方に説明したうえで、プロ

ジェクトの要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ及び要請内容の確認、エジプ

ト側の技術レベルの把握及び問題分析等を行った。さらに、これを踏まえ、技術移転分野・項目

の絞り込み及び具体的協力形態・内容、また日本・エジプト双方の投入計画（案）の検討を行っ

たうえで、左記についての確認・合意事項をミニッツに取りまとめ、署名・交換した。

　今次短期調査では、上記事前調査の結果を踏まえ、エジプト側〔産業界・実施機関・カウン

ターパート（Ｃ／Ｐ）候補者〕のニーズ、レベルの詳細を確認するとともに、技術移転分野、項

目の再確認を行ったうえで、プロジェクトの基本計画、技術協力計画、投入計画の詳細について

協議を行い、その結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。
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１－２　主要調査内容１－２　主要調査内容１－２　主要調査内容１－２　主要調査内容１－２　主要調査内容

(１) エジプト側（産業界・実施機関・Ｃ／Ｐ）のニーズ、レベルの詳細の確認

(２) 技術移転分野、項目の確認（要すれば絞り込み）

(３) 技術移転の方法の確認（座学、実技、ＯＪＴ）

(４) 計画管理諸表の作成

１) ＰＤＭ

２) 活動計画（ＰＯ）

３) 技術協力計画（ＴＣＰ）

４) 暫定実施計画（ＴＳＩ）

(５) Ｃ／Ｐの技術移転進捗状況のモニタリング方法についての検討

(６) 投入計画の作成

＜日本側＞

１) 専門家派遣（指導科目及び派遣スケジュール）

２) 研修員受入れ（受入れ基本計画）

３) 機材供与（仕様書作成、現地調達の可能性調査）

＜エジプト側＞

１) 人員配置（人数、経歴、技術レベル等）

２) 施設・機材

３) ローカルコスト

(７) 共通フォーマットの検討

１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成１－３　調査員の構成

　氏　名 　　分　野 　　　　　　　　　所　　　　属

木村　彰夫 団長・総括 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　課長代理

吉田　千里 金属加工（１） 神鋼リサーチ（株）

東京調査研究部　担当部長

樺澤　眞事 金属加工（２） 日本鋼管（株）　総合材料技術研究所

福山材料研究センター　主幹研究員

伊豆井省三 金属加工（３） 高周波鋳造（株）　技術部

技術アドバイザー

丸山　久助 金属加工（４） 鋼管計測（株） 材料評価事業部

営業部 専門次長

勝又　　晋 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員

角田　真紀 運営管理 (財) 国際情報化協力センター　嘱託
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順  日付 曜日     金属加工(1)、(2)、運営管理     総括  金属加工(3)、(4)  協力企画

11:00 成田発（BA006）

1 9月17日 金
15:30 ロンドン着

16:45 ロンドン発（BA155）

23:35 カイロ着

2 9月18日 土 午後 ＣＭＲＤＩ表敬

3 9月19日 日
10:00 企業調査、

午後 Ｃ／Ｐへのインタビュー

4 9月20日 月
終日 Ｃ／Ｐへのインタビュー、

企業調査

終日 Ｃ／Ｐへのインタビュー、 11:00　成田発（BA006）

企業調査 15:30　ロンドン着

5 9月21日 火 16:45　ロンドン発（BA155）

23:35　カイロ着

夜 総括他調査員到着

 9:30 ＪＩＣＡ事務所にて団内打合せ

6 9月22日 水 11:30 ＣＭＲＤＩ訪問 Ｃ／Ｐへのインタ ＣＭＲＤＩ

午後 ＣＭＲＤＩとの協議 ビュー、企業調査 との協議

7 9月23日 木
企業調査

夜 三井物産と面談

8 9月24日 金 終日 調査結果とりまとめ

9 9月25日 土 終日 ＣＭＲＤＩとの協議
Ｃ／Ｐへのインタ ＣＭＲＤＩ

ビュー、企業調査 との協議

終日 ・ＣＭＲＤＩとの協議 企業調査（スズキ、 ＣＭＲＤＩ

・企業調査（スズキ、 ＦＥＲＣＯＮ、 との協議

10 9月26日 日 　ＦＥＲＣＯＮ、ＥＣＥＳ、 ＥＣＥＳ、

　ＭＩＳＲＩＡＴ、ＭＯＢＩＣＡ ＭＩＳＲＩＡＴ、

　等） ＭＯＢＩＣＡ等）

11 9月27日 月 ＣＭＲＤＩとの協議

12 9月28日 火 ＣＭＲＤＩとの協議、ミニッツ案最終調整

午前 ＪＩＣＡ事務所にてミニッツ案最終調整

13 9月29日 水 15:00 大使館報告

夜 ミニッツ署名／交換

 7:55 カイロ発（AF503）

14 9月30日 木 11:40 パリ着

13:20 パリ発（AF276)

15 10月1日 金  8:00 成田着

（注１）ＣＭＲＤＩは木・金曜日が休日
（注２）ＪＩＣＡ 事務所、日本大使館は金・土曜日が休日
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

＜エジプト側＞

(１) 中央冶金研究所（ＣＭＲＤＩ）

　Prof. Adel Nofal President

　Prof. Dr. Eng. Bahaa Zaghloul Head of Welding Research Department

アルミダイカストＣ／Ｐ

　Mohamed Waly Dr.Eng

　Nader El-Baguri M.Sc

　Iman Afifi B.Sc

特殊鋳型Ｃ／Ｐ

　Iburahim Mustafa Dr.Eng

　Hassan Ahmed M.Sc

　Ramadan Soilman B.Sc

　Mervat Ibrahim M.Sc

ダクタイル鋳鉄のオーステンパーＣ／Ｐ

　Mohamed Ramadan B.Sc

　Mohamed Morad M.Sc

表面硬化Ｃ／Ｐ

　Alber Alphonse Sadek Dr.Eng

　Mohamad Hanafy Dr.Eng

　Hamed Abdel Aleem M.Sc

　Shimaa Hassan B.Sc

溶接継手の疲労試験Ｃ／Ｐ

　Mohamad Mosalam Dr.Eng

　Khaled Ibrhim Dr.Eng

　Nabil Zakhary B.Sc

　Tarek Elsayed Abd Elhamid B.Sc

レーザー切断Ｃ／Ｐ

　Abdul Monem El Batahgi Dr.Eng

　Sherien El-Halawaty B.Sc

　Nasser Adly Mostafa M.Sc

　Hamed Abdel Aleem M.Sc
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(２) エジプト金属関連企業 (　）内は企業名

　Atef Aziz Chairman

(Egypto Swiss Precision Industry(ESPI)）

　Khaled Shehab Technical Support

(Universal Trade Promoters Group Ltd.(UTP)）

　Adel Zaghloul Exec. Vice President and General Manager

(The Delta Industrial Co. "IDEAL"）

　Hossam El-Din Saif Executive Vice President

　Soliman Abbas Engineering Dept. Manager

　Ahmed Haggag Technical Engineer

(International Co. for Advanced Industries）

　Mohamed El-Maltawy Maintenance Manager

(Nile Metallic Industries Co.）

　Susumu Muramatsu Plant Manager & Director

　Adel Bedair Moustafa Deputy General Manager

　Tarek Metwally Manager of Local Content & Suppliers,

Development Dept.

(Suzuki Egypt S.A.E.）

　Hassan Sakr Managing Director

(MISRIAT Egyptian Co.）

　Mohamed Abou El Yazid Shebl Chairman & Managing Director

　Eweis Mohamed Hassan Technical Manager

(Engineering Company for Exhaust System）

　Mohamed Abd El Monem General Manager

(Industrial Control）

　Fathy Hussein Marketing Manager

(The Arab Co.）

　Abdelmoniem El Kady Chairman

(El Kady Manufacture & Trade）

　Adel Hammal Regional Executive Director

(Trumpf Middle East）



－6－

(３) エジプト自動車業界団体

　Abdelmoniem El. Kady Chairman, Eng.

(Egyptian Auto Feeders Union(EAFU)）

＜日本側＞

(１) 在エジプト日本大使館

　山下善太郎 一等書記官

(２) ＣＭＲＤＩに派遣されているＪＩＣＡ 専門家

　青井　久幸 ＪＩＣＡチーム派遣専門家

　福本　　紀 ＪＩＣＡチーム派遣専門家

(３) ＪＩＣＡ エジプト事務所

　竹内喜久男 所長

　不破　雅実 次長

　佐藤　　仁 所員

　Mahmoud Abd El Halim Development Projects Coordinator
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２章　調査・協議結果の概要２章　調査・協議結果の概要２章　調査・協議結果の概要２章　調査・協議結果の概要２章　調査・協議結果の概要

２－１　調査内容２－１　調査内容２－１　調査内容２－１　調査内容２－１　調査内容

　1999年４月に派遣した事前調査の結果を踏まえ、以下の内容を調査・協議した。

(１) プロジェクトの背景

(２) プロジェクト実施体制

(３) 実施機関に対する他の国際協力等

(４) プロジェクトの内容

(５) その他

　上記５つの調査内容のうち、特に、プロジェクトの内容に重点をおいた。詳細については、以下、

２－２に調査結果としてまとめて掲載する。
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第０　全般

第１　プロジェ
クト方式技術
協力の現行ス
キームの説明

第２　プロジェ
クトの背景

１　国家開発政
策、経済動
向等との整
合性

・今回の調査は、エジプト側のレベル、
ニーズを調査したうえで、
(１)プロジェクトのターゲットグループを
確認する。
(２)技術協力範囲及び内容を確認する。
(３)計画管理諸表を作成する。
　という３点を中心に実施協議調査に向け
て必要な事項を協議・確認することを目
的として実施するものである。

・事前調査において、計画、実施、モニタ
リング、評価の一連の過程を管理するた
めにＰＤＭを導入し、また、評価５項目
を用いて評価することを説明し、理解を
得、ミニッツに記載した。
　また、事前調査時に特にプロジェクト方
式技術協力の３つの柱のうち専門家派遣
によるＣ／Ｐへの技術移転が中心である
旨説明し、理解を得、ミニッツに記載し
た。

・1997年７月より、｢第４次５か年計画」
がスタートしている。主要目標（抜粋）
は以下のとおり。
(１)年間ＧＤＰ成長率 6.9％の達成
(２)民間投資額を目標総投資額の65～75
％、国内総生産の90％以上に拡大
(３)民間セクターの生産を年率10％で拡大
　さらに、1997年から2017年までの長期開
発戦略「エジプトと20世紀」が実施され
ている。主要目標（抜粋）は以下のとお
り。
(１)１人当たりＧＮＰを4,100ドルに（現
行1,250ドル）
(２)産業育成・生産の拡大
(３)貿易の拡大
　上記のほか、「生産開発に最も重要な政
策」の１つとして、「中小企業を育成
し、大企業への納入先としての位置づけ
を確立し、相互補完関係を形成するよう
に支援する。」という項目があげられて
いる。

・エジプト経済、産業等に関する主要な動
向は以下のとおり。
(１)1996年以降のガンズーリ内閣の下、民
営化政策を加速している。しかし、非効
率な公営企業をまだ多数抱えている。国
有企業従業員の１人当たりの生産性は民
間企業従業員の１／３といわれている。
民間セクターのＧＤＰ構成比は61.3％
（1992年度）から66.4％（1997年度）へ
増加している。

・左記のとおり調査、協議を
進めた。協議結果について
は以下のとおり。

　左記主要目的（３項目）に
ついては以下の部分に結果
を記載してある。
(１)第５、３
(２)第５、４
(３)第５、９

・左記のとおり説明し、ミ
ニッツに記載した。また計
画管理諸表についても説明
のうえ、理解を得た。

・左記について再確認した。

・左記について再確認した。

・左記以外の事項について協
議の必要が生じた場合は、
基本的には前回までの調査
の対処方針及びミニッツに
基づき対応することとす
る。

・左記について、再度説明
し、また、プロジェクト
で用いる計画管理諸表
（ＰＯ、ＴＣＰ、ＴＳＩ、
評価シート等）についても
説明し、理解を得る。

・左記の最新動向について確
認し、必要に応じミニッツ
に記載する。

・左記の最新動向について確
認し、必要に応じミニッツ
に記載する。

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

２－２　調査結果２－２　調査結果２－２　調査結果２－２　調査結果２－２　調査結果
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

１　国家開発政
策、経済動
向等との整
合性

　　（続き）

２ 　当 該 セ ク
ターの現況

第３　プロジェ
クトの実施体
制の確認
１　所管官庁
　　（大臣）

２　実施機関

(２)失業率は1996／1997年度はエジプト政
府推計で8.8％、2001／2002年度目標は
4.9％となっている。（注：エジプトの
会計年度は７月から翌年６月まで）

・製造業、金属関連産業、中小企業の現況
に関する主要情報については以下のとお
り。

(１)輸出のうち製造業の占める割合は26.5
％、うち繊維製品が12.3％、金属・機械
が6.4％、食品が3.1％、化学品が2.4％
(いずれも1997年）

(２)自動車の組立台数が1991年の２万台弱
から1997年には７万台弱へと増加。ほと
んどが国内市場で販売。1996年にはＧＭ
／いすゞ、現代、ＮＡＳＣＯ、スズキの
４社で組立シェアの88％を占めている。
日系ではほかに三菱、日産が生産を開始
している。

 （以下はＣＭＲＤＩに対する事前調査時
の事前質問表への回答より）

(３)公営企業では、機材、技術とも比較的
古く、遅れている。

(４)70年代以降に創設された民間企業の設
備は比較的新しい。

(５)民間企業のほとんどは輸出産業である
ことから、製品の品質の維持や技術の更
新等に関して、継続的な支援が必要であ
る。

(６)また、自社の試験設備がないことか
ら、製品の試験・評価についても支援が
必要である。

・以下を事前調査の際に確認している。国
務（科学研究）大臣（Minister of State
for Scientific Research）が、内閣に
おいてＣＭＲＤＩを代表する立場を有し
ている。ただし、本大臣は、傘下に省組
織は有していない。他方、ＣＭＲＤＩ
は、予算を大蔵省へ直接要求することが
可能であること等、独立性が高い組織と
いえる。

・実施機関は、中央冶金研究所（Central
Metallurgical Research and Develop-
ment Institute＝ＣＭＲＤＩ）である。

・ＣＭＲＤＩは、1 9 8 5 年に、エジプト
Academy of Sclentific Research and
Technology、エジプト産業界、ＵＮＩＤＯ
により設立された。なお、ＣＭＲＤＩの
機能は、1985年以前はエジプトNational
Research Centerが有しており、ＣＭＲＤＩ
は同Centerより1985年に分離独立の形で
設立されると同時に、現在のサイトに移
転したとのこと。

・左記現況について工場訪問
等により確認し、必要に応
じミニッツに記載する。

・左記について確認し、必要
に応じミニッツに記載す
る。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について確認し、必要
に応じ再確認する。

・左記については、付属資料
２の調査員報告のとおり。

・左記を再確認した。また、
予算要求のフローについて
聴取し、ミニッツに添付し
た（Annex６)。

・左記を再度確認しミニッツ
に記載した。

・左記について特に確認しな
かった。



－10－

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

２　実施機関
　　（続き）
(１)活動概要

(２)組織として
の開発計画

(３)組織

・ＣＭＲＤＩは、工業試験所として、10年
間に250件の受託契約による技術支援を
実施している他、研修コース20件を定期
的に開催している。
　事前調査において確認したその他事項に
ついては以下のとおり。
(１)対象とする技術分野
　金属にかかる、鉱石評価・資源選鉱、鋳
造、金属加工、溶接、試験等の技術分野
について幅広く対象としている。
(２)ターゲットとしている産業
　広く産業界全体を対象としている。
(３)活動形態
　研修コース、技術支援（T e c h n i c a l
Support)、コンサルティング、新製品・
プロセスの紹介、試作品製作等の形態で
活動している。

・CMRDI DEVELOPMENT PLAN（1997～2001）
が実施されている。

・以下の５部門で構成されている。
(１)溶接研究（Welding Research）
(２)鉱石評価・資源選鉱（Ore Evaluation
& Mineral Beneficiation）
(３)冶金（Extractive Metallurgy）
(４)金属加工（Metal Working & Forming）
(５)管理部門（Administration）

　なお、事前調査においてエジプト側よ
り、向こう半年の間に、より直接的に産
業界のニーズに応えるために組織の改編
を行う予定である旨説明があった。具体
的な新組織については、未定とのことで
確認できていない。

・理事会（Board of Directors）が存在
し、年間４回定期的に開催されるほか、
必要に応じ不定期にも開催され、人事等
については理事会の承認事項となってい
る。ただし、予算要求については、理事
会の承認を経ず、ＣＭＲＤＩから大蔵省
に直接行うことができる。理事会メン
バーの任期は４年間であり、現理事の任
期は2001年６月までとなっている。次期
については、民間からの登用を増やす予
定とのこと。理事会メンバーは以下のと
おり。

議長＝ＣＭＲＤＩ所長 (１)
副議長 (１)
ＣＭＲＤＩの４部長 (４)
関連業種の企業代表 (５)
大学教授 (１)
その他関係者 (２)
(カッコ内は人数）

・左記を再確認した。

・研修コースの実施について
Annex７に最新情報を添付
した。

・左記計画が引き続き実施さ
れている旨聴取した。

・組織改編については、特
に増加する民間企業から
のニーズに応えるべく、
ＣＭＲＤＩの機能を見直し
たうえで実施するため、実
施の目途についてははっき
りしていない旨エジプト側
より発言があった。

・事前調査以来、理事会は１
度開催されており、主な議
題は、ＣＭＲＤＩの組織改
編と、関連企業の民営化に
伴うＣＭＲＤＩの機能、及
び人事評価システムの見直
し等にあるとの旨聴取し
た。今後、今年中にもう１
度理事会が開催され、同様
の事項が議題にあげられる
予定である。

・左記について確認し、必要
に応じミニッツに記載す
る。

・必要に応じ左記内容・実施
状況について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・組織改編の状況も含め、左
記について確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記について確認し、必要
に応じミニッツに記載す
る。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

２　実施機関
　　（続き）
(４)人員

(５)予算・収入

・ＣＭＲＤＩの人員 507名
研究員（Researcher） 140名
テクニシャン（Technician)227名

　人員は増加傾向にある。

　ＣＭＲＤＩ人員と職種とその内訳は以下
のとおり。（1998年11月現在）

(１)Research Staff （140名）
　　大卒者が中心で、ＣＭＲＤＩ在籍中
に、修士、博士号を取得することによ
り、職階が昇格する。
Professor （22名）Ph.D
Associate Professor （19名）Ph.D
Researcher （24名）Ph.D
Research Officer （42名）M.Sc
Research Assistant （33名）B.Sc

(２)Technical Staff （227名）
　　工業高校、職業訓練校、大学等の卒業
者で構成される。
Engineer （13名）B.Sc
Chemist & Physist （21名）B.Sc
Physician （１名）B.Sc
Technicians （76名）
Artisans （42名）
Nonskilled Labor （74名）

(３)Supporting Staff （137名）
　（ほかに大学に留学中の職員３名）

・予算総額は1997／1998年度実績で1,080万
ＬＥ（約4.3億円）であり、内訳は以下
のとおりである。

(１)財政収入
　　政府からの予算配分は1997／1998年度
実績で約722万ＬＥ（約2.9億円）であ
る。

(２)自己収入
　　自己収入は1997／1998年度実績で約268
万ＬＥ（約1.1億円）で、前年比約24％
増。内訳としては以下のとおり。

          分類         金額   比率
                     (千ＬＥ) (％)
ⅰ) Contractual Projects 1,647 46.06
ⅱ) Consultations 127 3.55
ⅲ) Technical Services 811 22.68
ⅳ) Training 49 1.37
ⅴ) Donation 50 1.40
　  合計 2,684 100.00

・左記を必要に応じ再確認す
るとともに、可能でしれば
最新の情報を入手しミニッ
ツに記載する。

・左記について、可能であれ
ば内訳も含めた1998／1999
年度の実績、及び今後の見
込みを確認し、ミニッツに
記載する。

・ＣＭＲＤＩの人員を再確認
し、事前調査時に確認した
ものと比べ、人数等に変更
がないことを確認し、内訳
について再度ミニッツに添
付した（Annex８)。

・左記の1998／1999年度の実
績についてはまだ取りまと
められていないとの回答を
得た。ミニッツには1997／
1998年実績を再度記載し
た。

　また予算要求手続について
も聴取し、ミニッツに添付
した（Annex６)。
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(５)予算・収入
（続き）

(６)支出

(７)サイト

３　責任者
(１)総括責任者
（Project

　　Director）

(２)実施責任者
（Project

　　Manager）

第４　実施機関
に対する他の
国際協力等

１　我が国との
協力

(３)援助機関からの財政支援外国援助機関
からの援助による収入は約89万ＬＥ（約
0.4億円)。過去の実績と比べると減少傾
向にある。

・支出総額は1997／1998年度実績で1,077千
ＬＥ（約4.3億円）である。

・ＣＭＲＤＩは、ヘルワン市（カイロ市か
ら約40km）に所在している。

・ＣＭＲＤＩ所長

・ＣＭＲＤＩ溶接研究部長
　なお、現在の副所長の定年退職（1999年
内予定）に伴い、溶接研究部長が副所長
に昇格する予定であり、同昇格の後は、
副所長を実施責任者とする旨確認した。

・我が国からＪＩＣＡを通じたＣＭＲＤＩ
への協力実績
(１)専門家チーム派遣・溶接技術
　　（1991．11～1994．11）
(２)個別専門家・非破壊検査技術
　　（1994．９～1997．９）
(３)個別専門家・溶接技術
　　（1996．４～1998．４）
(４)専門家チーム派遣・薄板金属加工にお
ける総合品質管理技術の導入
　　（1997．４～2000．４）（実施中）
(５)第三国研修・溶接技術（1989～1998）

・その他
　科学技術庁金属材料研究所との共同研究
協力（1997年～）
　なお、これに関連して、事前調査の際、
エジプト側より、本プロジェクトの国内
委員会事務局の委員に金属材料研究所か
らも委嘱してほしい旨依頼があったため
検討することとした。

・左記について、可能であれ
ば内訳も含めた1998／1999
年度の実績、及び今後の見
込みを確認し、ミニッツに
記載する。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記につてい再度確認し、
ミニッツに記載する。

・左記について再度確認し、
ミニッツに記載する。また
現副所長の任期交代の予定
について確認する。

・左記について必要に応じ確
認する。

・要すれば、現在、同研究所
からの国内委員配置につい
て日本国内関係者間で調査
中である旨、説明する。

・左記の1998／1999年度の実
績についてはまだ取りまと
められていないとの回答を
得た。ミニッツには1997／
1998年度実績を再度記載し
た。

・左記を再確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記を再確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記について再度確認し、
ミニッツに記載した。

　なお、エジプト側より所長
（ノファル氏）が来年にも
退任し、現溶接研究部長
（バハ氏）が所長に昇格す
る可能性がある旨の発言が
あった。これに関連しエジ
プト側より、実施責任者に
ついては、Ｒ／Ｄでは「総
括責任者が任命した者」と
記載したい旨の発言があっ
たため、聞き置いた。

・左記を再確認した。

　また、今年度中にＪＩＣＡ
スキームにより、第三国専
門家としてＣＭＲＤＩよ
り、アフリカ諸国へ非破壊
試験等の分野において専門
家が派遣される予定である
旨聴取した。

・左記について説明し、同研
究所からの国内委員の配置
に対するエジプト側の意志
表明があったため聞き置い
た。

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

２　他国の援助
機関、国際
機関等との
協力

第５　プロジェ
クト内容
１　案件名称

２　要請の背景

３ 　タ ー ゲ ッ
ト・グルー
プ及びその
ニーズの確
認

・主要な他国からの援助については以下の
とおり。

(１)オランダ（ＴＮＯ）
　　既存の実験鋳造工場（Experimental
Foundry Shop）設立。

(２)アメリカ（ＵＳＡＩＤ）
　　小型ロストワックス精密鋳造設備の供
与

(３)カナダ（ＣＩＤＡ）
　　中小企業に係る実地調査
(４)韓国（ＫＯＩＣＡ）
　　中小企業運営に関する研修
　　また、事前調査前に、ＫＯＩＣＡに対
して新規の技術協力の要請を検討してい
る旨の情報があったが、事前調査時の際
に、エジプト側は現在これを検討してい
ない旨を確認した。

・事前調査の際に、下記の名称について確
認し、ミニッツに記載した。

　金属加工技術向上プロジェクト（Project
on Upgrading of Metal Processing Tech-
nology in the Arab Republic of Egypt）

・要請書では以下のとおり記載されてい
る。「地元企業の競争力を高めるという
責務を維持するため、ＣＭＲＤＩは金属
工学、金属加工分野の能力向上を図って
いる。そのために、当該分野における更
なる技術の向上と鋳造工場、金属加工工
場、熱処理設備、評価試験設備等の更新
が必要である」

・事前調査の際には、エジプトの産業政策
の中心は、輸出振興、公営企業の民営
化、輸入代替であり、そのためには部品
産業等の中小企業の強化が必要であると
し、これら中小企業をターゲットグルー
プと位置づけることとした。

　ただし、技術移転分野によっては対象と
するターゲットグループが中小企業とな
らない可能性があるため、確認する必要
がある。

・他国からの新規の協力等が
あれば確認し、必要に応じ
ミニッツに記載する。

・左記名称について確認し、
ミニッツに記載する。要す
れば協力内容に合致した名
称について協議し、合意の
うえ、ミニッツに記載す
る。

・要請の背景について、再度
確認し、ミニッツに記載す
る。

・左記について再度聴取し、
事前調査時から新規に協
力、援助の合意を取りつけ
ていないとの回答を得た。
また、今後インド、ウクラ
イナとの協力関係を結ぶ可
能性もあり、現在協議中で
ある。

・左記を再確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記のとおり再確認した。

・プロジェクトの当面のター
ゲットグループはＣ／Ｐで
あることを確認し、ミニッ
ツに記載した。

・プロジェクトの進展におけ
る次の段階のターゲットグ
ループとして、事前調査の
時点では、関連産業の中小
企業をとりあげていたが、
エジプトではいわゆる“中
小企業”の定義が明確でな
いうえ、今次調査の企業視
察の結果、様々な規模の企
業がプロジェクトを通じた
ＣＭＲＤＩのサービスの対
象になり得るとの見解か
ら、ターゲットグループを
エジプト金属加工産業とす
る旨、双方で合意に至っ
た。以上をミニッツに記載
し、同時に基本計画、ＰＤＭ
各々案にも反映させた。
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３ 　タ ー ゲ ッ
ト・グルー
プ及びその
ニーズの確
認（続き）

・ターゲットグループに関連した情報とし
ては、事前調査の質問表により以下を入
手している。
(１)特にエジプトのengineering companyと
成長著しい自動車産業に対しては、新し
い製品と技術を紹介する需要が大きい。

(２)また、自動車産業においては国際水準
に見合った高品質なスペアパーツの入手
に関するニーズが高い。分野としては、
特に、アルミダイカスト、金属切断・形
刷り、熱処理、粉末冶金に対するニーズ
が高い。

(３)繊維産業も少量生産で生産に特別な技
術を要する部品を用いることから、支援
が必要である。

(４)ＣＭＲＤＩの位置づけから、新しい技
術を習得し、エジプト及び中東域内に対
しても紹介する必要がある。金属セク
ターのみならず、石油化学、エンジニア
リング、建設、エネルギーセクターにつ
いても技術を提供する必要がある。

　事前調査前に提出された質問表の回答で
は、各技術移転分野に関連したターゲッ
ト・グループ及びそのニーズとして、さ
らに以下のとおり記載されている。

(５)ダイカスト
　　エジプトで、３公営企業と４民間企業
が存在している。ダイカスト製品のマー
ケットは、さらに拡大すると見込まれ
る。

(６)熱処理
　　数社が既存の製品に対する必要性から
熱処理を実施している。しかし、多くの
企業は新製品にこの技術を適用できず、
また熱処理した製品に対する試験技術も
有していない。
　　ＣＭＲＤＩは、この分野に対する技術
協力について多数の要望を受けている
が、既存設備の規模の制約から、これを
対応するのに十分でない。

(７)評価試験（performance evaluation）
　　評価試験に関しては、中小企業のニー
ズが高い疲労試験やクリープ試験に関し
て、ＣＭＲＤＩが重要な役割を担う必要
がある。特にＣＭＲＤＩの職員がこれら
の試験を実施するための設備は重要であ
る。

・関連企業16社を訪問した。
調査結果については付属資
料３の調査員所見のとお
り。

・各技術移転分野の関連企業
を訪問し、特に以下の点に
ついて調査を行う。
(１)企業の技術レベル
(２)企業が技術的に改善した
い点
(３)企業がＣＭＲＤＩに求め
る技術サービス機能

　上記をもとに協議し、要す
れば技術移転分野ごとに、
ターゲットグループとター
ゲットグループがＣＭＲＤＩ
から求める技術サービスを
特定し、合意のうえ、ミ
ニッツに記載する。

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

３ 　タ ー ゲ ッ
ト・グルー
プ及びその
ニーズの確
認（続き）

(８)レーザー技術
　　中小企業が金属切断、溶接、表面焼入
れ（surface hardening）のために使用し
ようとしている。既にＣＭＲＤＩでは、
職員に対しこの技術をトレーニングして
いると同時に、カイロ大学（C a i r o
University）さらに日本を含む外国の研
究所との協力のもと、研究活動を開始し
ている。

・なお、事前調査の際には、下記４社につ
いて工場見学を行った。

(１)ＮＡＳＣＯ社（国営自動車メーカー）
(２)General Metals Co.社（ダイカスト
メーカー）

(３)ABB Arab社（スイッチ盤等をレーザー
マシンを用いて製作しているメーカー）

(４)EI Naser Casting Co.（ダクタイル、
ねずみ鋳鉄等のメーカー）

・今次調査の質問表に対するＣＭＲＤＩか
らの回答によると、ＣＭＲＤＩは技術移
転を予定している各分野について、研修
サービス等の機能を強化したいと考えて
いる。

・左記に関し、エジプト側と
の協議、企業訪問等を通じ
てさらに調査し、実施機関
のニーズについて確認し、
ミニッツに記載する。

・左記に関し、エジプト側の
意志を聴取した結果、アル
ミダイカストとレーザー切
断の２分野において、技術
移転以外に技術情報サービ
ス、研修サービスの実施を
今次協力の範囲内としたこ
とにつき理解を得た。

　上記に加え、さらにエジプ
ト側は、産業からの具体的
なニーズに応えていく必要
があるとの主張から、上記
２分野において試作品製作
サービスなど、より実用的
な技術指導をも実施してい
きたいという強い意志表明
があった。

　しかし、両分野とも同国で
も比較的新しい技術分野で
あるため、本プロジェクト
の範囲内での実施は次期尚
早という理由から、実施し
ないとの説明を我が方より
行い、一応の理解を得た。

　しかし試作品製作サービス
については本プロジェクト
の範囲内外のいかんを問わ
ず、ＣＭＲＤＩとして実施
したいとの強い意志表明が
あった。
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４　技術移転分
野・項目

(１)技術移転分
野

・事前調査において、ＣＭＲＤＩからの要
請と、ターゲットグループ、ニーズ等の
質問に対する回答などを基に、技術移転
分野について協議した。要請されていた
分野を絞り込んだうえ、以下の技術移転
分野を確認した。ただし、専門家のリク
ルートや予算の制約等から変更があり得
ること、及び、短期調査時にニーズ、レ
ベル等を詳細に調査し、その結果により
変更があり得ることを併せて説明した。

・事前調査後、我が方の今次調査に向けた
事前調査の中で、下記「２熱処理と材
質」分野において、(１)、(２)、(３) の
各分野に関連した基礎知識を座学を中心
に移転（または情報提供）することを検
討している。

・事前調査の際に確認した技術移転分野
１　鋳造
 (１)アルミダイカスト
 (２)特殊鋳型（ジェルモールド、コー
　   ルドボックス、ホットボックス）
２　熱処理と材質
 (１)ダクタイル鋳鉄のオーステンパー
 (２)表面硬化（浸炭、窒化）
 (３)溶接継手の疲労試験
３　レーザー切断

・事前調査で確認した技術移
転分野のうち、特殊鋳型
（ホットボックス）につい
ては、専門家のリクルート
が困難であるため、協力範
囲から除外する旨確認し、
ミニッツに記載する。

・左記についてエジプト側に
趣旨を説明したうえで、エ
ジプト側のニーズやレベル
についてエジプト側と協議
の上、同分野の重要性を踏
まえて当該分野の技術移転
の内容について協議し、結
果をミニッツに記載する。

・他の分野については、左記
のとおり技術移転を実施す
ることとし、ミニッツに記
載する。

・左記の通りエジプト側に説
明し、理解を得、ホット
ボックスは技術移転分野に
含めないこととし、合意の
うえミニッツに記載した。

・｢熱処理と材質」分野につ
いてエジプト側に説明した
調査員案は以下の通り。

　　下記、(１)ダクタイル鋳
鉄のオーステンパー、(２)
表面硬化、(３)溶接継手の
疲労試験の３分野に共通し
た基礎知識として(０) 材
質制御という分野を設け、
専門家による技術移転を実
施することとする。技術移
転項目、座学による技術移
転の期間、次期等について
はＴＣＰ案にある通りで２
年間の長期専門家派遣で技
術移転を完了する予定であ
る。

　　この案に対してエジプト
側は同分野での知識付与の
重要性、必要性を主張し、
調査員案に対し同意した。

・左記について確認し、協議
の結果、以下の分野にて技
術移転を実施することと
し、合意した後、ミニッツ
に記載した。
１　鋳造
(１)アルミダイカスト
(２)特殊鋳型（シェル
　　モールド、コールド

ボックス）
２　熱処理と材質
(０)材質制御
(１)ダクタイル鋳鉄の
　　オーステンパー
(２)表面硬化（浸炭、窒

化）
(３)溶接継手の疲労試験
３　レーザー切断

・また、表面硬化（浸炭、窒
化）分野での技術移転につ
いてはエジプト側がシアン
化合物処理法を確保できた
場合にのみ実施することと
する。

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果



－17－

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(１)技術移転分
野（続き）

・分野間での技術移転の深さ
の違いについて以下のとお
りミニッツに記載した。
(１)本プロジェクトで技術移
転を実施する分野は比較的
多岐にわたっているため、
プロジェクト範囲内で成果
３の「技術情報サービス」
と、成果４「研修サービ
ス」を実施するのはアルミ
ダイカストとレーザー切断
分野のみとする旨合意し、
ミニッツに記載した。
(２)また、ＣＭＲＤＩが金属
加工産業に対し、類似分野
のサービスを既に提供済み
であるため、成果３、４を
プロジェクト範囲としない
分野については金属加工産
業に対し、ＣＭＲＤＩが独
自にサービスの提供を実施
する旨合意し、ミニッツに
記載した。

・さらに各技術移転分野に関
連し、協議のうえ暫定的に
合意した内容については以
下のとおり。
(１)アルミダイカスト
　　本分野においてターゲッ
ト製品を設定し、技術移転
の進捗度を測るうえでの手
段として用いることについ
て合意し、ミニッツに記載
した。
(２)ダクタイル鋳鉄のオース
テンパー
　　本分野の技術移転は主に
実技により実施することと
し、合意のうえミニッツに
記載した。
(３)表面硬化（浸炭、窒化）
　　本分野では熱処理の過程
で環境汚染物質であるシア
ン化合物が発生する。した
がって、この分野での技術
移転は汚染対策処置として
日本側が示す条件をエジプ
ト側が満たした場合におい
てのみ実施する旨合意し、
ミニッツに記載した。
(４)レーザー切断
　　本分野の技術移転の詳細
内容については実施協議調
査団派遣時までにさらに協
議のうえ確定していく必要
がある旨確認した。
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(２)技術移転項
目

(３)その他
 １)ダイカスト
の金型に関す
る技術移転

　

２) 熱サイクル
試験（グリー
ブル試験）

５　プロジェク
トの基本計画

(１)上位目標

(２)プロジェク
ト目標

・事前調査の際に、上記各分野における技
術移転項目を暫定的に確認した。技術移
転項目については短期調査で、エジプト
側のニーズ等確認し、その上で詳細を検
討していくこととした。

・上記１(１) アルミダイカストの技術移転
項目の１つである金型について、事前調
査では、知識の提供のみを技術移転項目
としたものの、エジプト側より、できる
だけ広い範囲にわたって技術移転を実施
してほしい旨の強い要望があったため、
聞き置き、我が方において短期調査まで
に検討することをエジプト側に伝えた。
上記については今次短期調査準備にあた
り我が方にて検討の結果、短期専門家を
派遣し、ＣＡＤ／ＣＡＭ等を用いない範
囲で製図を含む技術移転を実施し、ま
た、要すれば本邦で研修員を受け入れ、
関連企業で技術移転を補足する旨検討し
ている。

・事前調査の際に、エジプト側は本件の技
術移転に対して強い要望を示し、場合に
よっては別途要請レターをＪＩＣＡエジ
プト事務所に提出する旨コメントした。
その後、要請レターは提出されていな
い。

・事前調査時の協議の結果、暫定的に以下
のとおりとする旨、エジプト側と合意し
ている。

　エジプトの金属加工分野の中小企業の製
造技術能力が向上する。

　ＣＭＲＤＩの金属加工分野における中小
企業への技術サービスの質が向上する。

・上記で合意した技術移転分
野に基づき、技術移転項目
について調査員案を提示の
うえ協議し、結果をミニッ
ツに記載する。

・左記の案を提示し、協議の
うえ、理解を得、結果をミ
ニッツに記載する。

・その後、本件に関する要望
は伝えられていないとこ
ろ、本分野は実施しないこ
ととし、ミニッツに記載す
る。

・左記について、現地の状況
を確認したうえで活動内容
を協議するとともに、要す
れば成果等についても見直
しを行い、結果をミニッツ
に記載する。

　特に、ターゲット・グルー
プや、プロジェクトを通じ
ＣＭＲＤＩが外部に提供す
る技術サービスに関する検
討結果を通じ、上位目標、
プロジェクト目標、及び成
果の３及び４について見直
しを行い、ミニッツに記載
する。

・左記、技術移転項目につい
て、調査員案を提示し、協
議のうえ結果をミニッツに
添付した。（Annex 13）

・「ダイカスト金型設計・製
作の知識」については今次
協力の範囲内での技術移転
は困難であり、設計・製作
の実技は実施しない旨、説
明し、理解を得た。本プロ
ジェクトでは専門家のリク
ルートが可能である場合、
技術情報の提供を実施する
こととし、合意のうえミ
ニッツに記載した。

・左記のとおり説明し、優先
度の低さから、本分野での
技術移転を実施しない旨説
明し、理解を得、ミニッツ
に記載した。

・左記について事前調査時の
合意事項を見直し、下記の
とおりミニッツに記載し
た。

　エジプトの金属加工産業の
製造技術能力が向上する。

　ＣＭＲＤＩの金属加工産業
への技術サービスの質が向
上する。

調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(３)成果

(４)活動

０　運営体制が強化される。
１　資機材が整備・維持管理

される。
２　Ｃ／Ｐの技術力が改善さ

れる。
３　ＣＭＲＤＩによる金属加

工産業への技術情報
サービスが実施され
る。

４　ＣＭＲＤＩによる金属加
工産業への研修サービ
スが計画的に実施され
る。

注１) 上記成果の３、４につ
いては、アルミダイカスト
とレーザー切断分野におい
てのみ実施することとす
る。
注２) ３の技術情報サービス
と４の研修サービスの詳細
については実施協議調査時
までに協議し、決定するこ
ととする。

・活動については以下のとお
り。
(０－１)人員の配置
(０－２)活動計画の策定
(０－３)予算立案及び適性執
行
(０－４)運営管理システムの
設立
(１－１)施設改修計画の策定
と実施
(１－２)機材供与と設置
(１－３)機材の運転と管理
(２－１)技術協力計画の策定
(２－２)Ｃ／Ｐへの技術移転
の実施
(２－３)Ｃ／Ｐへの技術移転
のモニタリング・評価
(３－１)技術情報提供サービ
ス計画の策定
(３－２)技術情報提供サービ
ス計画の実施
(３－３)技術情報サービスの
モニタリング・評価
(４－１)研修サービス計画の
策定
(４－２)研修サービスの実施
(４－３)研修サービスのモニ
タリング・評価
・技術情報サービスと研修
サービスの内容について以
下に従って両サービスの詳
細内容については実施協議
調査団派遣時までに確定し
ていく必要がある旨ミニッ
ツに記載した。

０　運営体制が強化される。
１　資機材が整備・維持管理される。
２　Ｃ／Ｐの金属加工分野における技術力

が改善される。
３　金属加工分野におけるＣＭＲＤＩによ

る中小企業への研修サービスが計画的
に実施される。

４　金属加工分野におけるＣＭＲＤＩによ
る中小企業への技術支援が計画的に実
施される。

・｢ 成果を達成するための活動を実施す
る。」として確認し、ミニッツに記載し
ている。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(４)活動
  （続き）

６　協力期間

７　技術移転の
方法

・当初、要請書では、協力期間は５年間と
なっていたが、事前調査において技術移
転分野（案）について確認したうえで、
協力期間を４年間として暫定的に合意し
た。なお、協力期間開始は仮に2000年７
月からとした。

・技術移転の方法としては、座学、実技、
ＯＪＴ（Ｃ／Ｐの本来業務の実施を通じ
た技術移転）をとることとした。

　なお、ResearcherクラスのＣ／Ｐ候補の
一部は、研究中心で実技には疎い職員も
いる模様だったが、Project Managerよ
り、本プロジェクトではすべてのＣ／Ｐ
に実技を行う旨の言質を取りつけてい
る。

(１)技術情報サービス
　　同サービスは具体的に
は、金属加工産業に対し、
新技術の導入・紹介、機材
購入の際のアドバイスを提
供するという内容を含む。

(２)研修サービス
　　例えばレーザー切断分野
においてはＣＭＲＤＩがす
でに産業に対する情報提供
サービスなどを含んだ研修
コースが存在しているた
め、上記技術情報サービス
との区別も考慮のうえ、内
容について確認することと
した。

・左記、協議期間については
事前調査時と同様、４年
間とし、また協力開始日は
Ｒ／Ｄにて合意された日と
することを確認し、ミニッ
ツに記載した。また、協力
期間開始時期についてはサ
イトの準備や供与機材調達
手続きにかかる時間を考慮
し、2000年の第３四半期か
らとする旨合意し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッツ
に記載した。

・また、Ｃ／Ｐにより経験経
歴などに個人差があるため
プロジェクトの進捗に合わ
せ、以下の点を考慮し、技
術移転項目ごとにＣ／Ｐを
グループ分けすることも必
要に応じて実施することを
双方で確認し、ミニッツに
記載した。

(１)プロジェクトの時間的制
約があること。

(２)必要ならば、経験の多い
Ｃ／Ｐが経験の少ないＣ／Ｐ
に対し、echo training の
要領で指導し、それにより
プロジェクトの技術的自立
発展性を促し、また、将来
Ｃ／Ｐが転職した際の対策
とすることができること。

・疲労試験における試験サン
プル等について協議を行っ
た。

・今回の短期調査の結果を踏
まえ、左記についてエジプ
ト側と協議し、結果をミ
ニッツに記載する。

・左記について確認し、要す
れば見直しのうえ合意し、
ミニッツに記載する。

・各技術移転の方法に係る教
材についても可能であれば
協議のうえ、ミニッツに記
載する。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

７　技術移転の
方法

　　（続き）

８　投入
(１)日本側投入
 １)専門家派
　　遣

  ａ)長期

・今次調査の事前質問表のエジプト側から
の回答に、Ｃ／Ｐに加え、可能であれば
企業からの研修員に専門家からの技術移
転を受けさせたい旨の意向が示されてい
る。

・事前調査時に、以下の分野で長期専門家
を派遣することを確認し、ミニッツに記
載した。

(１)チーフアドバイザー
(２)業務調整員
(３)鋳造
(４)熱処理と材質
(５)レーザー切断

・アルミダイカストとレー
ザー切断の分野について、
Ｃ／Ｐの本来業務を含む
ＯＪＴによる技術移転を含
め、基本的には常時専門家
からの技術移転にあてられ
る旨の発言を取りつけた。

・左記について説明し、エジ
プト側の合意を受け、ミ
ニッツに記載した。

・協議の中でエジプト側より
同様の発言があったが、左
記のとおり説明し、事前に
専門家の了承を得ることを
前提に、講義による情報提
供には参加を認めても、原
則的には技術移転の対象は
Ｃ／Ｐのみとすることを説
明し、エジプト側の了承を
得た。

・専門家派遣はミニッツに添
付したＴＣＰに記載された
技術移転分野項目に沿って
実施することとして双方で
合意し、ミニッツに記載し
た。具体的期間や時期につ
いては暫定的であり、実施
協議調査までにさらに調
整・見直しを要する場合も
ある。

・左記について協議し、長期
専門家派遣を実施する分野
を、暫定的に以下のとおり
とし、ミニッツに記載した。
(１) チーフアドバイザー
(２) 業務調整員
(３) アルミダイカスト
(４) 材質制御
(５) レーザー切断
　ただしレーザー切断の専門
家の派遣期間についてはさ
らに実施協議調査にて協議
のうえ確定する必要があ
る。

・またエジプト側からは、同
分野の技術移転について、
切断のデータ収集を担当す
る長期専門家の派遣に加
え、同機材の切断操作を指
導する短期専門家の派遣に
ついても要望があった。

・Ｃ／Ｐの日常業務に従事す
る時間を勘案し、具体的な
技術移転への時間配分等に
つき確認し、ミニッツに記
載する。

・なお協力開始から３年間を
技術移転にあて、最後の１
年間は技術の定着を目的と
する必要に応じた補完的な
技術移転の期間と定め、そ
の旨ミニッツに記載する。

・本趣旨の発言がエジプト側
からあった場合は、趣旨に
ついて十分聴取したうえ
で、原則としては技術移転
実施の効率性を勘案し、
ＣＭＲＤＩの人材を育成す
ることが第一である旨説明
し、要すればミニッツに記
載する。

・左記について、レベル・
ニーズ調査や協議の結果、
要すれば見直しのうえ、ミ
ニッツに記載する。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

  ｂ)短期

 ２)研修員受
    入れ

 ３)供与機材

・短期専門家は必要に応じ派遣することを
説明している。

・事前調査時に、年間最大３名程度受入れ
る旨説明し、合意のうえミニッツに記載
した。

・また、Ｒ／Ｄ署名後早期に、総括責任者
及び実施責任者の研修員としての受入れ
を検討する旨我が方から説明した。

・事前調査時において、ＣＭＲＤＩが既に
所有している機材等を確認し、それらを
考慮して、本プロジェクトの技術移転に
必要な機材リスト（案）を取りまとめ、
ミニッツに添付した。今次調査の準備と
して本邦で供与機材の価格調査を実施し
た結果、機材の概算は１億6 , 5 0 0万円
（本邦納入価格）となっている。

・事前調査の際に、疲労試験に用いる引っ
張り試験機の供与についてエジプト側よ
り強い要望があったが、我が方から、予
算の制約、及びＣＭＲＤＩの現有機材に
より対応することが可能であることか
ら、持ち帰り検討することとしている。

・短期専門家は必要性に応じ
て派遣すること、及び初年
度の短期専門家の派遣計画
は、実施協議調査団派遣時
に確定することを説明し、
ミニッツに記載する。

・左記を再度確認し、可能で
あれば、受入計画を作成
し、ミニッツに記載する。

・左記について、1999年度内
に研修員受入れを実施する
ことは困難となっているこ
とから、2000年度予算によ
る総括責任者、実施責任者
の受入れを検討する旨確認
し、ミニッツに記載する。

・左記のリストを、エジプト
側の維持管理能力及び施設
等の保守環境状況、日本側
の投入予算制約等を勘案し
て、確認し、必要があれば
修正し、ミニッツに記載す
る。

　可能な限り、本件で供与予
定の機材の仕様（案）につ
いて確認し、ミニッツに記
載する。

・予算の制約、及び優先順位
の低さから供与を見送るこ
ととし、ミニッツに記載す
る。

・左記を説明し、ミニッツに
記載した。

・年間０～３名を受け入れる
こととし、具体的な期間、
時期、研修内容については
専門家とエジプト側とで話
し合い決定する旨合意し、
ミニッツに記載した。

　また、専門家による技術移
転の重要性を考慮し、一度
の研修期間を最長３か月と
する旨合意し、ミニッツに
記載した。

・左記のとおり確認し、ミ
ニッツに記載した。

・供与機材はプロジェクトに
おいてＣ／Ｐへの技術移転
を実施するうえでの道具と
してとらえるべきであり、
そのために必要最低限の機
材を供与をすることとする
旨説明しミニッツに記載し
た。

・プロジェクトで供与される
主要機材リストを作成し、
日本側が供与する予定のも
のと、エジプト側が用意す
るべき資機材等を区別しミ
ニッツに添付した。また、
仕様（案）についてもミ
ニッツに添付した。

 （Annex 17）

　ただし同リストの詳細は実
施協議調査団派遣までにさ
らに協議し確定する必要が
ある旨併せてミニッツに記
載した。

・左記のとおり説明し、協議
のうえエジプト側の理解を
得、同機材については供与
を見送ることとし、ミニッ
ツに記載した。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

・本プロジェクトの技術移転
分野ごとの供与機材に関す
る特記事項について、以下
のとおり協議し、ミニッツ
に記載した。

(１)ダイカスト機
　　同技術移転分野では自動
車や家電産業にダイカスト
部品への大きな需要があ
り、これらの部品をター
ゲット製品として選定する
ことが適当であるという点
でエジプト側、調査員側で
合意した。そのため、ター
ゲット製品を製作するため
には、事前調査時に合意し
ていた型締め力135トンの
ダイカスト機ではなく、型
締め力250トンのダイカス
ト機を供与するのがより適
当であることを双方で合意
し、ミニッツに記載した。

(２)レーザー機
　　この機材の仕様について
協議の中で最終的な合意案
に達することができなかっ
た。
・調査員からはＹＡＧタイプ
の最大出力5 0 0 Ｗのレー
ザー機が事前調査の際に双
方で確認したとおり技術移
転には十分と主張した。
・これに対しエジプト側の主
張は以下のとおり。
 １)調査員案による仕様の機
材では、プロジェクトの
範囲内でエジプトの実用
的なニーズに応えるに充
分ではない。代わりに
4,000Ｗ出力の機材を要
望する。

 ２)エジプト産業にはＹＡＧ
タイプではなく、ＣＯ２

タイプの機材が広く用い
られているためＣＯ２タ
イプの機材を要望する。

 ３)同機材は材質、厚さ、大
きさなどのニーズに対し
実用的に応えられる仕様
である必要がある。

 ４)また、機材の出力レベル
は試作品製作が可能であ
り、産業での実用に耐え
うるものである必要があ
る。

 ３)供与機材
   （続き）
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

 ３)供与機材
  （続き）

(２)エジプト
  側投入
 １)人員 Ｃ／Ｐの配置

・事前調査時に確認した各技術移転分野ご
とのＣ／Ｐ候補の配置については、以下
のとおり。

部長以上 ２名　
ダイカスト ４名　
特殊鋳造 ３名　
熱処理 ５名　
材質 ５名　
レーザー切断 ３名　
（合計 22名）
　なお、部長以上を除いた20名中、17名
が研究スタッフ、３名が技術スタッフで
ある。また22名中、博士取得者が９名、
修士取得者が７名、学士取得者が６名で
ある。

・今次調達の機材について
は、品質面等を勘案し、基
本的に本邦調達をする方針
であるが、一部機材につい
ては現地調達の可能性もあ
るため、可能であれば、特
に以下の点に基づいて調査
する。
ａ)現地保守管理サービス
を提供できる納入業者
の有無

（上記ａ)が存在する場合
は下記ｂ)～ｆ) について
も確認する）
ｂ)納期
ｃ)本邦調達との比較も踏
まえた価格

ｄ)現地調達の優先性
ｅ)契約条件
ｆ)その他調達事情

・機材設置のレイアウトにつ
いて、可能な限り確認し、
ミニッツに記載する。

・左記について、確認した技
術移転項目や方法も踏まえ
たうえで確認し、結果をミ
ニッツに記載する。

・以上のエジプト側の主張は
短期調査派遣前に検討した
内容と異なる点が多いた
め、短期調査後、帰国して
から同点について日本側関
係省庁を含めて検討するこ
ととした。実施協議調査団
派遣までにさらに協議のう
え、相互で確認することと
し、ミニッツに記載した。

・レーザー機についてはエジ
プトに事務所を有するドイ
ツ企業（ＴＲＵＭＰＦ社）
の存在が確認でき、メンテ
ナンス体制の優位性等を有
していると思われる。よっ
て、上記(２) の今後の検
討結果も勘案しながら、現
地調達の可能性についても
さらに検討をすすめる必要
がある。

・左記レイアウトを作成し、
ミニッツに添付した。
（Annex 18）

・左記について具体的なＣ／Ｐ
候補者について確認し、ミ
ニ ッ ツ に 添 付 し た 。
（Annex 11）各分野ごとの
Ｃ／Ｐ配置の状況は以下の
とおり。

部長以上 ２名　
アルミダイカスト ３名　
特殊鋳型 ４名　
ダクタイル鋳鉄の
  オーステンパー ２名　
表面硬化
 （浸炭、窒化） ４名　
溶接継手の疲労試験

４名　
レーザー切断 ４名　
（合計 23名）
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

 １)人員
   （続き）

・事前調査時にＣ／Ｐ候補者の一部（８
名）に対してインタビューを実施し、ま
た、ＣＭＲＤＩでの機材の稼働、維持管
理状況の確認等を通じ、Ｃ／Ｐのレベル
把握を行った。

・左記の事前調査の結果を踏
まえ、さらに効率的なＣ／Ｐ
の配置と技術移転の実施の
ため、Ｃ／Ｐへのインタ
ビュー、試験等を実施し、
レベル把握を行い、要すれ
ばミニッツに記載する。

・要すれば技術移転の効率性
の観点から、分野によって
は専門家から直接技術移転
を受けるメインＣ／Ｐとメ
インＣ／Ｐから技術移転を
受けるサブＣ／Ｐを区別す
る必要性をエジプト側に説
明し、結果をミニッツに記
載する。

・上記Ｃ／Ｐ候補者の配置計
画に従い、Ｃ／Ｐインタ
ビュー、経歴等の確認を実
施した。詳細結果について
は調査員報告書を参照。

　同インタビューの結果、技
術移転実施に際し留意する
点について以下のような調
査員による見解をエジプト
側に伝え、ミニッツに記載
した。

(１)全Ｃ／Ｐは既に基礎的
な知識を得ているが、一部
Ｃ／Ｐは実際の経験や問題
解決能力において不足して
いる。Ｃ／Ｐによっては本
プロジェクトに対する目的
や期待が様々であり、明確
な目的を見出せず、戸惑い
を感じているようである。
プロジェクトの最終目的は
Ｃ／Ｐが実用的な技術や、
技術的問題を解決する能力
を身につけることであるた
め、調査員としてはＣ／Ｐ
が直接機材を操業する機会
を増やすことを期待した
い。
(２)また、Ｃ／Ｐはエジプト
産業のニーズを十分把握し
ていないため、産業界との
連携や情報交換を促進する
のが望ましい。そのような
活動を通じて実用的な技術
がより定着される。

・左記について、上記７に記
載したとおり、Ｃ／Ｐの経
験、経歴の違いを考慮し、
グルーピングをし、ech o
training の要領で、経験
豊富なＣ／Ｐが他のＣ／Ｐ
を指導するようなシステム
を必要に応じ導入する旨合
意し、ミニッツに記載し
た。

・各分野ごとにリーダーＣ／Ｐ
を選出した。（リーダーは
Annex 11の各分野の筆頭に
明記した人員が選出されて
いるリーダーは各分野の運
営管理、技術的事項につい
て責任を持つこととし、合
意のうえミニッツに記載し
た。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

・Ｃ／Ｐ以外にも本プロジェク
トのために事務的な補助をす
るサポーティングスタッフに
ついても配置を依頼した。

・左記について再度確認し
た。特に(２)の建物設備費
について確認し、最新の予
算措置をミニッツに添付し
た。（Annex 10）

（千ＬＥ)
 (１)人件費 2,748
 (２)建物設備費 1,800
 (３)機材購入費 1,400
 (４)機材維持管理費 450
 (５)ユーティリティー／
　　通信費 140
 (６)機材輸送据付費 180
   合計 6,717.95

・左記を再確認した。最新レ
イアウトはミニッツのAn-
nex 18のとおり。

・拡張棟を視察し、左記工事
は報告されたとおり、一部
最終補修を除いて完工され
ていることを確認した。ま
たエジプト側によるとそれ
らのスペースではプロジェ
クトでの利用を最優先した
いとの意志を確認し、ミ
ニッツに記載した。

・同拡張棟の一部をチーフア
ドバイザー、業務調整員の
執務室として割当てる旨確
認し、ミニッツに記載し
た。また、電気、水、ガス
の供給についてもすでに準
備済みであるとの説明を受
けミニッツに記載した。

　また、他の専門家に対して
は、当該分野のＣ／Ｐの執
務室内に必要な事務機器を
含め、執務スペースを割当て
るとの説明がエジプト側から
あり、ミニッツに記載した。

　調査員側から、上記に加
え、エアコン、各専門家に
インターネット用を含む電
話線、インターネットプロ
バイダーとの契約を準備
し、プロジェクト開始まで
に提供するように依頼し、
エジプト側の理解を得、ミ
ニッツに記載した。

 １)人員
   （続き）

 ２)予算措置

 ３)施設・設備

・事前調査の際に、本プロジェクトにあて
るＣＭＲＤＩの予算配置は協力期間（開
始前を含む）を通じ、約491万8,000ＬＥ
（約２億円）の予定である旨確認してい
る。内訳は以下のとおり。

（千ＬＥ)
 (１)人件費 2,748
 (２)建物設備費 Ｎ.Ａ.
 (３)機材購入費 1,400
 (４)機材維持管理費 450
 (５)ユーティリティー／通信費 140
 (６)機材輸送据付費 180

・場所
　既存ワークショップの一部、及び隣接し
た新規拡張棟を使用する。

・拡張工事状況
　レーザー切断、疲労試験の施設として、
上記新規拡張棟の建設が進められ、８月
末現在ほぼ完成したという連絡を受けて
いる。

・左記について再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について再確認し、ミ
ニッツに記載する

・左記について確認し、現状
を確認し、ミニッツに記載
する。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

 ３)施設・設備
   （続き）

 ４)機材

９　計画管理諸
　　表

(１)ＰＤＭ

・供与機材受入れ場所の整備
　ダイカスト機やレーザー切断機等につい
ては、供与機材受入れのためのエジプト
側の措置として、分電版の設置、安定し
た水の供給、二重ドアを有するクリーン
ルーム等の設置が必要となる。これらプ
ロジェクトサイトの詳細な準備事項につ
いて短期調査時に依頼する旨、事前調査
時に説明している。

・ＣＭＲＤＩから要請関連分野の機材リス
ト（稼働、メンテナンス状況を含む）が
提出されており、さらに事前調査時に、
ＣＭＲＤＩの保有機材リストを確認し
た。

・事前調査において運営管理、評価のため
にＰＤＭを用いることを説明している。

・左記に関連してエジプト側
が準備すべき詳細について
調査員より依頼し、理解を
得た。

・左記について、調査員がサ
イトを視察し、既存機材等
の状況を確認した結果、事
前調査時から特筆するよう
な変化がないことを確認し
た。

・また、技術移転のため、エ
ジプト側が調達、提供すべ
き資機材の主なものについ
てはAnnex 17に明記しエジ
プト側の合意を得た。

・資機材についてエジプト側
が準備すべきものの詳細に
ついてはさらに調整し、実
施協議調査時までにエジプ
ト側に伝える必要がある。

・協議の中で下記の計画管理
諸表の利用について説明
し、理解を得た。ただし、
各表はいずれも暫定案であ
り、実施協議調査時までに
検討する必要がある旨ミ
ニッツに記載した。

・協議を基に双方でＰＤＭ案
を検討し、暫定的に合意の
うえミニッツに添付した。
（Annex 12）

・ＰＤＭの重要性を考慮し、
実施協議調査時までに、
Ｃ／Ｐの間で会議を設け、
Ｃ／Ｐ全員が同表に精通す
るようになるよう調査員側
が依頼し、エジプト側の理
解を得、ミニッツに記載し
た。
・また、ＰＤＭの内容はプロ
ジェクトの進捗度に合わせ
て見直す可能性もあるとい
うことを確認しミニッツに
記載した。

・左記について詳細の条件等
を我が方よりエジプト側に
申し入れ、期限を設け、準
備するようにＣＭＲＤＩに
依頼し、ミニッツに記載す
る。

・左記内容について、必要に
応じ、最新の状況を確認
し、ミニッツに記載する。

・ＰＤＭについて説明し、
ＰＤＭ案を提案し、協議の
うえ合意を得、ミニッツに
添付する。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(１)ＰＤＭ
   （続き）

(２)その他の計
画管理諸表

10　プロジェク
ト運営管理
諸表

(１)共通フォー
マット

・技術協力計画（ＴＣＰ）及び活動計画
（ＰＯ）については、短期調査時に作
成することとしている。暫定実施計画
（ＴＳＩ）については、事前調査の際に
作成している。

・さらに、ＰＤＭのNarra-
tive SummaryはＲ／Ｄに明
記されるマスタープランと
同一であるため、プロジェ
クト開始後にNarrative
Summaryの変更があった場
合にのみ、Ｒ／Ｄ改訂を双
方の合意のうえ認めること
について確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記各表について目的を説
明し、協議の結果を反映さ
せたものを作成し、合意の
うえ、ミニッツに添付し
た。（Annex 14、15、16）

　各表については、暫定的な
ものであり、実施協議調査
までに両者で詳細に検討す
る旨併せて確認した。

(１)技術協力計画（ＴＣＰ）
　同案について、技術移転項
目、期間、時期等合意した
内容を反映させたものを作
成し、ミニッツに添付し
た。（Annex 14）

(２)活動計画（ＰＯ）
　同案についても合意のうえ
作成し、ミニッツに添付し
た。（Annex 15）

(３)暫定実施計画（ＴＳＩ）
　事前調査時に合意したＴＳ
Ｉ案について双方で見直
し、変更を加え、合意のう
え暫定案をミニッツに添付
した。（Annex 16）

・各種共通のフォーマットの
プロジェクトでの利用につ
いてその必要性を説明し、
Microsoft Officeなどのソ
フトウェアを用いた共通
フォーマットを用意し、プ
ロジェクト開始から６か月
後に最終的に確定しするこ
とを双方の間で確認した。
下記の共通フォーマットを
ミニッツに記載し、うち、
下記(３)、(４)、(５)につ
いて案をミニッツのAnnex
19に添付した。

・左記について、協議のう
え、作成、見直し、可能な
限りミニッツに添付する。

・プロジェクトの実施モニタ
リングを円滑に実施するた
めに、各種書類を共通
フォーマット化することを
提案するとともに、特に以
下の書式について、可能で
あれば作成するとともに、
場合によっては実施協議調
査までに案を作成（プロ
ジェクト開始後必要に応じ
て変更可能）することとす
る。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

(１)共通フォー
マット
　（続き）

(２)モニタリン
グ・評価計画
書

(３)Ｃ／Ｐへの
技術移転進捗
状況の把握

(１)ＣＭＲＤＩのサービスに
対する顧客リスト
(２)プロジェクトの成果を
全国的に普及するうえで
ＣＭＲＤＩが協力すべき研
究機関等のリスト
(３)Ｃ／Ｐの技術力モニター
シート
(４)プロジェクトで実施する
各種サービスの記録
(５)同窓会リスト
(６)写真つきの機材管理台帳
(７)研修コース受講者、技術
サービス受益者への質問表

・左記を再確認するととも
に、可能であれば、モニタ
リング・評価計画書（案）
を作成する。

・左記のとおり説明し、分野
ごとの評価に区別をつける
理由についても説明したう
え、理解を得、可能であれ
ばミニッツに記載する。可
能であれば、調査員案によ
るモニターシートを提示
し、意見交換のうえ、案と
してミニッツに添付する。

(１)ＣＭＲＤＩのサービスに
対する顧客リスト
(２)プロジェクトの成果を
全国的に普及するうえで
ＣＭＲＤＩが協力すべき研
究機関等のリスト
(３)ターゲット製品による技
術移転度評価表
(４)レーザー切断分野に利用
するデータシート
(５)技術協力のモニターシー
ト
(６)プロジェクトで実施する
各種サービスの記録
(７)写真つきの機材管理台帳
(８)研修コース受講者への質
問表
(９)他の技術サービス受益者
への質問表

・左記について再確認すると
ともに、評価５項目、モニ
タリング・評価計画書等を
ミニッツに添付した。
（Annex２、Annex３）

・左記を説明し、理解を得
た。技術協力のモニター
シートのサンプルをミニッ
ツに添付し、｢知識を有す
る」｢自力でできる」レベ
ルまではすべての技術移転
分野においてモニターする
ものの、｢教えることがで
きる」｢ 問題を解決でき
る」レベルまではアルミダ
イカストとレーザー切断分
野のみモニターする旨提案
し、エジプト側からも了承
を得た。

　技術移転進捗状況の把握に
つき、アルミダイカスト、
レーザー切断分野にのみ、
ターゲット製品等の技術的
指標を用いることとし、
ＰＤＭにも記載した。
　（Annex 12）

・事前調査において、エジプト側に対し
て、計画、実施、モニタリング、評価の
一連の過程を管理するためにＰＤＭを導
入し、また、評価５項目を用いて評価す
ることを説明し、理解を得ている。

・短期調査に向けた我が方検討の結果、す
べての技術移転分野において、各技術移
転項目ごとにＣ／Ｐの達成度をモニター
するシートを適用することとした。ま
た、技術移転の内容に応じ、モニターす
る内容（知識の習得、実技の習得、人に
教えることができる等）を各技術移転分
野ごとに設定することとした。

　他方、同検討の結果、プロジェクトの運
営管理を円滑に進めるため、上記７で示
した技術移転分野のうち、専門家派遣、
機材供与等による投入の比較的大きいア
ルミダイカスト、レーザー切断について
は、ターゲット製品評価等の技術的指標
を定め、技術移転進捗状況を把握するこ
ととした。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

第６　その他
１　近隣諸国へ

の技術移転
の普及

２ Ｒ／Ｄ
（Record of
Discussions＝
討議議事録）

３　合同調整委
員会

　　（ＪＣＣ）

４　今後のスケ
ジュール

５　他の試験所
とのデマケ

・事前調査の際に、エジプト側から、本プ
ロジェクトで移転された技術の近隣諸国
への普及について意志表示が示された。

・事前調査時にＲ／Ｄのサンプルに基づ
き、内容を説明し、ミニッツに添付し
た。

・合同調整委員会の機能とメンバーについ
て確認し、ミニッツに記載した。

・1999年度第４四半期の実施を予定してい
る。事前調査の際に、協力期間はＲ／Ｄ
で合意された日から開始するが、協力期
間開始日については、機材供与に要する
日程等も勘案して設定する旨説明した。

・協力期間開始は、仮に2000年７月として
いる。

・事前調査の際に、ＣＭＲＤＩと同じヘル
ワン市に所在する工業省傘下のテビン冶
金研究所（Tebbin Institute for Met-
allurgical Studies）が類似の研究所と
してあげられるが、現在は省エネルギー
や汚染対策に関する企業関係者のト
レーニングを中心として活動しており、
ＣＭＲＤＩと重複する活動は行われてい
ない旨の説明をエジプト側から受けてい
る。

・本プロジェクトの技術移転
分野は、エジプトでも比較
的先端技術と見なされるも
のであることから、近隣諸
国への技術の普及について
は、諸国のニーズを確認す
ることが必要である旨エジ
プト側に説明する。

　ただし、エジプト側から近
隣諸国への技術の普及の可
能性、方法、内容等につい
てコメントがあれば聞き置
き、ミニッツに記載する。

・左記について、要すれば再
度説明し、ミニッツに記載
する。

・左記について、要すれば再
度説明し、ミニッツに記載
する。

・左記について説明し、必要
に応じミニッツに記載す
る。

・左記について、機材供与に
要する時間も踏まえ、要す
れば見直しを行い、エジプ
ト側の合意を得、ミニッツ
に記載する。

・左記について再確認する。

・エジプト側より、ダイカス
ト、オーステンパー等の分
野において近隣諸国への技
術移転普及の意向が示され
た。調査員より、本プロ
ジェクトではまずＣ／Ｐへ
の技術移転が優先されてお
り、各国のニーズが確認さ
れた際、可能であればプロ
ジェクトの後半期以降に同
普及に取り組むこととする
旨コメントした。

・左記については、特に説明
をしなかった。

・合同調査委員会が技術移転
の効果的実施のために設置
されるという点について説
明し、具体的な機能につい
てもミニッツに添付した。
（Annex１）

・また、合同調査委員会に加
え特定の目的のため、定期
的に会議、ミーティングを
開催すべき点も説明し、ミ
ニッツに記載した。

・協力開始日についてはＲ／Ｄ
の合意の中で相互に決定す
ることを確認し、ミニッツ
に記載した。

・機材購送手続きに要する時
間やＣＭＲＤＩの建屋の一
部改築にかかる期間を考慮
し、協力開始日を暫定的に
2000年の第３四半期とする
ことを双方で合意し、ミ
ニッツに記載した。

・左記を再確認した。
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調査項目 事前調査結果、現状及び問題点等 対処方針 協議結果

６　業界、学会
との連携

７　専門家の生
活環境

８　共通言語

９　その他

・エジプト鋳造者協会（Egyptian Foundrymen
Association）等、本案件の技術移転分野
に関連した業界団体の一部は、設立に際
してＣＭＲＤＩが支援している。また、
エジプト標準化機構（Egyptian Organi-
zation of Standardization）との関連
も深い。

・エジプト鋳造者協会、自動
車部品産業組合（Egyptian
Auto Feeders Union）等、
関連があると思われる団体
の具体的活動内容について
情報収集するとともに、本
プロジェクトとの関係につ
いて合同調整委員会のメン
バーとして加えることも含
めて意見交換を行い、必要
に応じミニッツに記載す
る。

・専門家の生活環境、治安状
況等について確認する。

・左記について確認し、プロ
ジェクトと関連業界、学会
との連携が有効であるとい
うことについて説明し、理
解を得た。また、左記自動
車部品産業組合（代表者
Mr. El Kady）と懇談し、
プロジェクトの内容や目的
について説明する機会を得
た。

　また、合同調整委員会への
同連盟を含む産業界からの
メンバー参加の可能性につ
いてもエジプト側より確認
し、ミニッツに記載した。

・左記を再確認した。

・プロジェクトで利用する共
通言語を英語とすることを
確認しミニッツに記載し
た。

・上記に関連し、エジプト側
は技術移転上（特に座学に
よる技術移転が中心になる
場合）専門家の英語能力が
重要であることについて強
調したため、その旨ミニッ
ツに記載した。

・短期調査ミニッツで合意し
たプロジェクトに関連する
項目はあくまでも暫定的な
ものであり、実施協議調査
時に協議し確定することに
ついて確認しミニッツに記
載した。
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３章　今後の対応３章　今後の対応３章　今後の対応３章　今後の対応３章　今後の対応

　今次調査では、別紙に示したとおり協力範囲及び内容にかかわる懸案事項が残っており、実施

協議調査前にエジプト側と再調整・確認する必要が生じた。懸案事項については、今後、以下の

スケジュール（案）で対応を検討していく予定。

1999年12月上中旬 第２次短期調査

2000年３～４月 実施協議調査

（実施協議調査後、機材調達手続き開始、研修員受入開始）

2000年度第３四半期 協力期間開始

（協力期間開始後、専門家派遣開始）
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．協議議事録（Ｍ／Ｄ１．協議議事録（Ｍ／Ｄ１．協議議事録（Ｍ／Ｄ１．協議議事録（Ｍ／Ｄ１．協議議事録（Ｍ／Ｄ)))))

２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告

　２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三　２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三　２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三　２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三　２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三)))))

　２－２　疲労試験（丸山久助　２－２　疲労試験（丸山久助　２－２　疲労試験（丸山久助　２－２　疲労試験（丸山久助　２－２　疲労試験（丸山久助)))))

　２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助　２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助　２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助　２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助　２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助)))))

　２－４　Ｃ／Ｐインタビュー結果　２－４　Ｃ／Ｐインタビュー結果　２－４　Ｃ／Ｐインタビュー結果　２－４　Ｃ／Ｐインタビュー結果　２－４　Ｃ／Ｐインタビュー結果

３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果

　３－１　吉田／伊豆井　担当　３－１　吉田／伊豆井　担当　３－１　吉田／伊豆井　担当　３－１　吉田／伊豆井　担当　３－１　吉田／伊豆井　担当

　３－２　樺澤／丸山　担当　３－２　樺澤／丸山　担当　３－２　樺澤／丸山　担当　３－２　樺澤／丸山　担当　３－２　樺澤／丸山　担当

４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明

　４－１　アルミダイカスト（吉田千里　４－１　アルミダイカスト（吉田千里　４－１　アルミダイカスト（吉田千里　４－１　アルミダイカスト（吉田千里　４－１　アルミダイカスト（吉田千里)))))

　４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について　４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について　４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について　４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について　４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について)))))

５．質問表５．質問表５．質問表５．質問表５．質問表

６．回答書６．回答書６．回答書６．回答書６．回答書
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２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告２．調査員報告

２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三）２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三）２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三）２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三）２－１　特殊鋳型／ダクタイル鋳鉄のオーステンパー（伊豆井省三）

(１) 調査対象：

１) ＣＭＲＤＩ鋳造パイロットプラント

２) 製造工場　８社 鋳鉄鋳物　２社、非鉄鋳物（アルミ・銅）２社、

板金加工　１社、プラスチック成形／金型　２社、

熱処理　　１社

(２) 鋳造

１) ＣＭＲＤＩ鋳造パイロットプラント：

　初歩的。主型－生型振動造型、中子－ＣＯ２。鋳物製品の形状出しは後工程の機械加

工に依存。パイロットの性格上、中子造型方式の選択肢の多様化が望まれるところで、

コールドボックス（アミンガス）導入は正解。

　シェルモールド法は、シェル砂（購入品）の抗折力試験等が備わっておらず、設置

が必要。

２) 製造工場

・鋳鉄鋳物は簡易振動造型機－個別搬送－手注ぎの段階から機械搬送一定位置注ぎに

移行しつつある。主に産業機械用で自動車は少々。製品出来栄えは粗悪で仕上げに

相当の手間を要す。

・鋳鉄管は溶解から最終塗装まで一貫加工の装置産業（遠心鋳造)。工法・製品の特殊

性から技術面で問題は少ないようだ。地金に高級輸入銑鉄を多用（30～40％)。

・非鉄鋳物類は鋳造技術面の問題は見当たらず。ただし、アルミの仕上げに多くの人

手、プレス利用が望ましいが…

・中子はホットボックス、ＣＯ２。油中子も同様（伝聞)。砂用の樹脂はドイツ製。

シェルモールド法も含めて砂・樹脂の調達、さらにはその内製化などが課題。

・化学成分、組織、材質などの試験は実施。

(３) 型製作関係、他

・プラスチック型、板金プレス型、比較的単純形状の鋳物型などの低級品は国内製作

するも、アルミダイカスト型は輸入する。

・ＮＣ機、放電加工機、三次元測定機を使用。作業量不足のため稼働率は低い模様。
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・板金工場は型内製。在庫の多さ、場内整理に課題。

(４) 金属加工技術全体の印象

　調査範囲から見る限り、技術力、経営姿勢に企業間の差が大きい。生産品は水道関係

公共資材、鉱山機械、建設機械等の産業機械部品、洗濯機、クーラー等の家庭電化部品

が主流で、自動車用はまだ少ない。ＡＤＩは産業機械部品（耐摩耗材）として用途が拓

かれよう。

　金属加工業（鋳造・鍛造・板金）は材料調達・金型製作・熱処理等の諸技術と有機的

に結びついてはじめて機能する。このためＣＭＲＤＩの果たすべき役割は極めて広範囲

に亘るが、製造現場は大きな期待をよせている。

(５) Ｃ／Ｐ面接

　結果は別紙のとおり。

以上
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２－２　疲労試験（丸山久助）２－２　疲労試験（丸山久助）２－２　疲労試験（丸山久助）２－２　疲労試験（丸山久助）２－２　疲労試験（丸山久助）

(１) 調査項目

１) 技術移転に対するエジプト国内のニーズ把握

　ニーズの把握は、技術移転内容の適正を確認する目的のため、ダイカスト及びレー

ザー加工に関連する各企業を訪問して情報収集する方法で行った。

　現段階では各企業とも物作りを主に考える時期であり、疲労等の評価技術に対して

の関心はこれから出てくる課題と感じられた。疲労試験技術の伝承には多くの時間を

必要とすることから、今後の技術移転は将来に向けた準備という意味で良いタイミン

グであると感じた。

　私が訪問した企業は以下の９社である

　９／23 I.A.I（International Co. For Advanced Industries) ダイカスト関連

　 Nile Metallic industries Co. プレス、レーザー

　　　　溶接関係

　９／26 SUZUKI EGYPT S.A.E.

　 MISRIAT Egyptian co. for Light Industries S. A. E. プレス関連

　 Engineering Company for Exhaust Systems S. A. E. プレス、溶接関連

　９／27 Industrial Control ダイカスト関連

　 Associated Swedish Steels AB 熱処理専門企業

　 Egypto Swiss Precision Industry ＣＡＤ／ＣＡＭ

　 United Technical & Engineering Co. プラスチック

　　射沸成型加工

２) Ｃ／Ｐの技術レベル調査

　Ｃ／Ｐの技術レベル把握は、技術移転内容を決めるための情報を得るため、アンケー

ト票による回答や面接、質問によって行った。Ｃ／Ｐ各人は、基本的な知識は持ち合

わせているものの、実務経験が浅く技術を拡めるためのネックになると感じられた。

　９／22日午後（疲労関係は４名が対象）

３) ＣＭＲＤＩの設備及び設置場所調査

　ＣＭＲＤＩが所有する設備や機材の維持、管理状況を把握し、技術移転の使用に耐

えうる設備か否かの確認と不足機材のチェックを行った。また、新たに供与する設備

の設置場所やユーティリティーの確認も併せて行った。（９／25日午前）

　疲労試験の技術移転項目に関しては、日本側の案に対しＣＭＲＤＩ側より強い追加

要求はなかった。しかし、新たに供与する疲労試験機材については、能力の大きい機
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材や破壊力学パラメータの求められる機材の要求が出された。

４) ＣＭＲＤＩ幹部との協議

　上記１)、２)、３)項の情報を踏まえて、ＣＭＲＤＩに対する供与設備の仕様、技術

指導内容について両者間で協議・確認すると同時に、既存設備、機材等の整備、調整

について確認した。（９／22、23、25、26、28、29日）

(２) 調査所見

　今次調査のメインテーマである、ダイカスト機やレーザー切断設備の仕様については、

日本側が研究設備に限定していたのに対し、エジプト側は生産設備に近い要求を出して

きた。その背景には、エジプト側のごね得意識と生産設備を使った商売目的が見える。

また、ＣＭＲＤＩ自身が大型設備を武器に、民間企業に対する影響力を強めたいとする

狙いがあるように見受けられた。今回の折衝を通し、エジプト人の気位の高さや駆け引

きのしたたかさを感じずにはいられなかった。

１) 疲労試験設備に関する感想

　疲労試験分野に関し、ＣＭＲＤＩ側は供与機材として引張、圧縮型の疲労試験機を

想定している様に感じられた。しかし、今回の技術移転を通しての目的は、実務経験

を通して技術、ノウハウをマスターすることであり、対象を自動車ボディー材料の疲

労強度特性を求める点に置いていることから判断すると、今回調査員側が提案した機

材で十分であると思う。

　また、エジプト側の要望通りの疲労試験機の供与は時期尚早と思う。それは、疲労

試験機の使用実績が浅い中で微妙な制御の伴う試験機を使いこなすことが難しいこと、

更に、ＣＭＲＤＩ自身がユーティリティー関係も含めた設備の維持管理能力を持ち併

せていないことが挙げられる。

２) Ｃ／Ｐの能力評価に対する感想

　Ｃ／Ｐの能力は、アンケートや質疑応答の結果から判断すると、教科書的な知識は

持っているが、実務経験は大学や留学先での経験はあってもＣＭＲＤＩでの経験はほ

とんどないように感じた。

　機械試験から得られる特性値は、試験や実験方法によって変わるが、Ｃ／Ｐはこの

点に対する認識が乏しく、自分の得たデータは常に正しいと考えているようである。

裏返せば、バックデータに対する認識が少ない様に感じられた。

３) 設備調査の感想

　ＣＭＲＤＩの所有する設備を調査したが、維持、管理状況はお世辞でも良いとはい

えなかった。また、過去に援助された設備を見ても、その能力を十分活用していなかっ
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たり、埃にまみれた設備も幾つか見られた。それは研究者（Ｃ／Ｐ）自身の実務に対

する関心が薄いことや実務従事者に対する教育が行き届いていないことが原因である

と見受けられる。

４) 試験片加工能力の感想

　溶接研究部の試験片加工技術では、疲労試験片を造る能力がないと判断される。ま

たマシニングセンターの加工技術でも十分に教育しないと目標の試験片が得られない

と感じた。

　特に機械切欠き付き試験片加工をどのように進めるか頭の痛いところである。

以上
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２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助）２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助）２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助）２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助）２－３　調査の総合所感（樺沢眞事・丸山久助）

(１) レーザー切断

１) 企業ニーズ

　訪問企業はいずれも本技術を必要と言っていた。用途は主に板金部品のブランキン

グとトリミングである。しかし、自動車部品に限るなら生産量が少なく、単独での設

備投資に難点がある。

２) Ｃ／Ｐの技術レベル

　リーダーは一応の研究体験があるが、他の担当者はまったくの初心者である。溶接

研究部出身者は溶接技術の延長として、技術移転は比較的容易であるが、鋳造研究部

（切削担当）出身者への技術移転は難航が予想される（Thermal Cutting「熱切断」

とMachine Cutting「切削」を“Cutting”との言葉で括った感がある)。

(２) 表面硬化（浸炭、窒化）

１) 企業ニーズ

　今回訪問した企業では、本技術に関係する会社は無かったため、ニーズを直接に聴

取することはできなかった。スズキによると国内で本技術を利用している企業がある

とのこと。しかし、ＣＭＲＤＩが言うような自動車部品に関しては、エンジン、トラ

ンスミッション部品が中心であるが、加工精度面で相当将来まで国内生産は難しいと

のこと。このため、用途としては一般機械部品が想定される。

２) Ｃ／Ｐの技術レベル

　溶接、鋳造の研究で金属組織に対する熱の影響は一通り理解している。このため、

技術移転は可能である。しかし、熱処理は熱の効果を特化して材質を極限に高める技

術であるということに対し、その難しさを理解しているとは思えない。また、溶接研

究部での通常の試験レポートにおいても、金属組織面からの考察は少なく、基礎的な

部分からの技術移転が必要であろう。

(３) 溶接継手の疲労試験

１) 企業ニーズ

　移転技術は疲労強度の評価技術というソフトの色彩が強く、具体的なモノの形での

ニーズは本来少ない。しかし、年に１～２回程度の疲労損傷部品の調査依頼があり、

今後装置産業の高度化に伴いニーズの増大が予測される。想定される企業は化学・石

油及び同部品製造会社である。
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２) Ｃ／Ｐの技術レベル

　一部の担当者は上記疲労損傷調査に携わった経験がある。また、一人は現在の疲労

技術に必要な破壊力学の素養もある。このため、技術移転は比較的やりやすい。しか

し、損傷調査の経験がもっとも多い非破壊検査Ｇrの技術者の入っていないことは残念

である。

(４) 共通項目

　上記技術分野は、バハ氏の担当分野であり、彼がトップダウンでＣ／Ｐの配置を決め

ており、担当者には十分な情報が伝えられていない。このため、各担当者に戸惑いがあ

り、現段階では技術の移転を受け身でしか考えていない。設備の運転技術を習得すれば、

技術が身に付き、それにより個々人の技術レパートリーが増えると考えている感がある。

プロジェクトの開始時には、当事者として引き込む何らかの対応が必要であろう。

以上

（1999.10.18）
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３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果３．企業調査結果

３－１　吉田／伊豆井　担当３－１　吉田／伊豆井　担当３－１　吉田／伊豆井　担当３－１　吉田／伊豆井　担当３－１　吉田／伊豆井　担当

　アルミダイカスト見学先所見

会社 ダイカスト機 製品
EI-ARABY 200トン（ドイツ製） １台 家電製品

250トン（台湾製） １台 洗濯機部品、アイロン底板
来年設置予定 など
350トン（東芝機械） １台 東芝製品を製造
金型は台湾、タイ、韓国から
輸入

Motors and Die Casting 700トン（ドイツ製） １台 ダイカストはモータケース
その他　低圧鋳造機 １台 低圧鋳造はアルミホイール

など
International Co. 400トン（イタリー製） ２台 家電製品

洗濯機部品など
IDEAL社に納入

前回訪問 800トンが最大で合計 13台 モータ部品など
General
Metals

①EI-ARABYは、東芝と技術提携して家電製品を製造している。技術力はかなり高い。ＣＭＲＤＩ

との関係はいまのところないが、今後つながりができるかもしれない。

②Motors and Die Castingは、10人から20人の小規模企業。製品品質は悪くない。ダイカ

スト以外の分野でＣＭＲＤＩが技術指導しているが、ダイカストの分野で一層関係が強くな

りそう。

③International Co.はダイカストの技術および品質管理はきちんとしている。ただし、ダ

イカスト後のバリ取り作業に多くの工数をかけている。

④エジプトのアルミ鋳物（ダイカストを含む）の生産量は８万トン／年で増加傾向である。

EI-ARABYやInternational Co.のように、家電製品が今後さらに増加するようであり、ア

ルミダイカスト部品の生産がそれに伴い増加しよう。自動車の生産は９万台／年（ノックダ

ウン）で生産量がまだ低く、自動車用のダイカスト製品よりも家電用ダイカスト製品の発展

がまず考えられる。

　ＣＭＲＤＩへのアルミダイカストの技術移転は、エジプトのダイカスト技術向上に大きく寄

与すると思われる。

⑤金型設計に関して、ＣＭＲＤＩに対する技術指導要望が大きい。
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企業名称

面接者

所在地

資本

従業員数

主たる製品

主たる設備

生産量

主たる顧客

ＣＭＲＤＩとの
関係

技術的特徴

問題点

技術移転への要
望

ＱＣ体制

工場の状況と所
感

プロジェクト
テーマとの関係

EI-ARABY

Mohamed Mahmoud

Managing Director

Cairo, Alex, Agric Road At 47km

私営

1,580人

家庭電気製品（東芝製）

アルミダイカスト機、ドイツ製
200トン、台湾製250トン、今年
11月に東芝製350トンが納入され
る。テレビ組み立てラインを保
有。

カラーテレビ30万台／年、モー
ター50万台／年。1999年から洗
濯機、2001年から冷

家庭電気製品の市場は大

現在のところは無し。今後つな
がりができる可能性あり。

ダイカスト機については通常の
機能を持つ。ダイカストの稼働
率は高そう。

General Metalsよりレベルは高
い。ドイツ製はスペアパーツの
補給が問題。金型は台湾、タ
イ、韓国などから輸入。

５ｓはしっかりしている。
ＩＳＯ９００２は近く取得予定。

東芝から技術導入をしており、
全体的にきちんとした工場生産
が今後更に拡大。ダイカスト製
品のターゲット製品を家庭電気
製品の部品としてもよいかも。

アルミダイカスト分野

Motors and Die Casting Co.

46,26Safa st, Tanta

10～20人

モーターケース、アイロン底
板、アルミホイール

アルミダイカスト700トン（ドイ
ツ製)、低圧鋳造機

アルミホイール5,000個／年、能
力は18,000個／年

自動車分野の市場は小さい。

ＣＭＲＤＩが技術指導したこと
がある。

比較的大型のダイカスト機と低
圧鋳造機を設置。稼働率の低
さ。

製品品質は悪くなさそうだが、
生産が低く投資が回収しにく
い。

５ｓはまずまず。

稼働率が低そう。ベンツと提携
している。

アルミダイカスト分野、ダイカ
スト以外で技術指導をしていた
が、今後いっそう関係が強くな
りそうである。

Egypt for Engineering Indus-
tries

Mostafa Abd El Moneim Sahhan

11, Tereat El Esmaalia St Aboud
Bridqe

オートバイの組み立てと塗装

エンジン部品（ダイカストか低
圧鋳造）は、イタリアから輸
入。

4,000台／年

バイクの市場は小さい。バイ
ク：7,000台／年、自転車：10万
台／年

無し

組み立てと塗装のみを行ってい
る。生産量は低い。

中国や東ヨーロッパからダンピ
ングで安い部品が入ってきてお
り、それとの競合が課題

稼働率が低そう。バイクや自転
車の市場が思ったより小さい。
今後、拡大の可能性がありそ
う。

無し。今後バイクや自転車部品
で関係ができるかも知れない。
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企業名称

面接者

職名

所在地

資本金

従業員数

製品

設備

生産量

顧客

ＣＭＲＤＩとの
関係

技術的特徴

技術的問題点

技術移転への要
望

ＱＣ体制

工場の状況と所
感

プロジェクト
テーマとの関係

International Co.

Hossam El-Din Saif

Executive Vice President

6th October

－

－

洗濯機部品、乾燥機部品（アル
ミ)、ホース、ポンプ、部品（樹
脂）

400ｔアルミダイカスト２台
インジェクションマシン

75％IDEALに納入
25％その他に納入

ＩＳＯ9002取得、徹底した品質
管理
不良率推移を場内掲示して管理

バリ取り仕上げ作業に多大な工
数。

きわめて良好

長期経営計画を策定
場内清掃も抜群

アルミダイカスト分野

ER NASR CASTING Co.

Magdy Lofty

Workers Director

TANASH. Embaba, GIZA

鋳鉄管（ＦＣＤ)、バルブ、消火
栓、フィッティング

遠心鋳造機
低周波溶解炉（16ｔ＊４基）

52,000から53,000ｔ／ｙ（パイ
プ）
8,000ｔ／ｙ（鋳物）

公共水道施設
中東、西欧、東南アジアに輸出

きわめて密接

球状黒鉛鋳鉄、遠心鋳造技術を
有す装置産業

クボタ、ホンダムソン（仏）と
agreementを交わして国際的シェ
アを確保。これが革新意欲をそ
ぐこともある。

鋳鉄管以外の分野で型設計、溶
解法組織解析など広範囲に実績
あり。

普通。５ｓ少々悪い。

管分野のみ見学。
鋳鉄管は鋳造分野において装置
産業の性格上日本でも統計上別
扱い。加えてマーケットシェア
リングも徹底しており安定。
オーステンバに関心。

特殊鋳型
オーステンバ

ABD Modern Foundry Co.

Mohemed Ahrned Sarham

Maintenance Maneger

TANASH. Enbaba

200人

耐熱鋳銅品、ステンレス鋳銅
品、Mn-Cr 鋳銅品、ダクタイル
鋳鉄品

誘導路（250kg 、１ｔ＊６基）
Hunter造型機（80mold/ｈ)振動
造型機４基

3,000ｔ／ｙ

国内外の産業機械
健機、自動車メーカー

実績は少々（欠陥解析）

各種鋳銅、鋳鉄を生産。
木型・金型設計製作技術

新Hunter機を除いて作業環境劣
悪。
特に仕上は土間に座り込んで作
業。
材質が多いため城内返り材管理
に難。

製品はすべてオーダーによる。
オーステンバは顧客委託に応じ
られるようにしたいとの希望。

劣悪なものも良好なもの（新
Munter）もある。

分析、材質、砂品質管理、型設
計
型製作まで実施している完結し
た工場ＣＭＲＤＩとの関係強化
を要望。

オーステンバ
コールドボックス

９／23 ９／26 ９／26
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企業名称

面接者

職名

所在地

資本金

従業員数

製品

設備

生産量

顧客

ＣＭＲＤＩとの
関係

技術的特徴

技術的問題点

技術移転への要
望

ＱＣ体制

工場の状況と所
感

プロジェクト
テーマとの関係

SIFE

Saja Abou Zeid

部長

10th Ramadan

400万ＬＥ

200人（Zahifea）

水道蛇口、シャワ蛇口類

銅の金型鋳造機（２基）銅の熱
間鋳造機（１基）ホットボック
ス造型機（１基）

海外（50％）

フランス JACOB DELAFONとの技
術提携下。日本人コンサルタン
トの指導で機械加工工程改善に
取込中。鋳造後の機械加工、研
磨、Niメッキまで一貫生産。輸
出50％。

研磨工程に多大な人手。

良好

特殊鋳型
熱処理

UTEC

M. MERDAN  ARAMADAN

（部長）　　（社長）

10th Ramadan

170人

プラスチックインジェクション
金型
プラスチックインジェクション
製品

放電加工機　５台
ＮＣ旋盤、ドリル機など
プラスチックインジェクション
機５台

国内

金型加工およびプラスチックイ
ンジェクションに豊富な設備を
有す。
熱処理も内製。

作業量不十分により従業員余剰
が目立つ。

品質管理講座開設に強い関心を
示した。

ミツトヨ３次元測定器２基を備
える

工場建屋が立派。
“立んぼ従業員、整頓不足

熱処理

ASSAB

Ahmed Abel Helely

工場長

10th Ramadan

５人（工場長以下）

型銅（スウェーデンUDDE HOLM）
の販売および熱処理

流動床（500ｃ＊700）
４基

国内

流動床による熱処理

型設計と製作技術

良好

工場長談によれば国内熱処理専
門会社はここを含めて２社の
み。
日本における専門会社は鋳造品
も扱っているのに比べ作業量確
保の見通しが立つのか。

熱処理

９／27 ９／27 ９／27
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企業名称

面接者

職名

所在地

資本

従業員数

主たる製
品

主たる設
備

生産量

主たる顧
客

ＣＭＲＤ
Ｉとの関
係

技術的特
徴

技術的問
題点

今後取得
したい技
術

ＱＣ体制

工場の状
況と所感

今次プロ
ジェクト
との関係

Misriat

Hassan Sakr

Managing
Director／Automotive
Feeding Industries
FederationのGeneral
Secretary も兼任

Industrial Zone, 6th Oc-
tober

私営

90人

自動車部品（板金部品）

プレス機、Auto-CADを一
部使用

いすゞ－ＧＭ、日産、ス
ズキ、ベンツ

無。今後（10月）にＣＭ
ＲＤＩのワークショップ
（ＱＣ）に参加予定

板金加工、プレス用金型
の製作（自社用）

プレス用金型製作の技術
の不足。

地域への研修コースの開
催（溶接、ＱＣ、板金)・
既存の機材を利用して、
金型設計の専門家の指導
を要望。

ＩＳＯ9002を97年取得

設備古く、手動機がほとん
ど。ＣＮＣなど高いレベル
の設備導入を期待している。

直接は無し。プレス金型
製作。溶接。

ICDI(International Co.
for Development Indus-
try S.A.E.

Abdel Megeed Hegazy

General Manager

Industrial Zone, 6th Oc-
tober

私営

160人(Mansouraには280人)

自動車部品（板金部品)、
プラスチックの射出成形
部品、ゴムの射出成形と
それぞれの組み立て部
品、プラスチック製椅子等

板金プレス機、プラス
チック射出成形機７台、
切断、曲げ加工機、溶接
機

ＧＭ（40％)、KIA motors,
Ghaboour automobile, Ara-
bian American Co., Er
Nasir Co., Sakar三菱等

無し。

・板金と射出形成。今
後、fiber glassを導入予
定。

プレス用金型製作の技術
の不足。

金型製作技術

無し

設備は古い。整理整頓は
あまり良くない。

直接は無し。プレス金型
製作。溶接。

Industrial Control

Mohamed Abd El Monem

General Manager

Industrial Zone, 6th Oc-
tober

私営

800人（全社で）

板金部品（自動車用)、カ
イロ社ではオートバイを
製作。

日本製、ＣＮＣ（マシニ
ングセンター、タレット
パンチ等、プラズマ切断
機)、形状測定機、旋盤、
フライス、プレス機

600,000,000ＬＥ／year、
カイロ社ではモーターバ
イク8,000台／年

ＧＭ、日産、ＭＣＶ、
Peugeot、NASCO、三菱
等。

無し。

機械加工がかなり充実
し、規模も大きい。Just-
in-timeシステム採用。

モーターバイクの調達部
品であるアルミダイカス
ト製品が悪い。

これまでは自社で対応
可。今後セミナーなどへ
参加希望。

ＩＳＯ900 2（19 9 9年７
月)、ＩＳＯ14000、ＱＳ
9000（1999年６月）

整理整頓が行き届いてい
る。

砂型鋳造全般およびケミ
カルボンティドサンドの技
術向上のためにＣＭＲＤＩ
の技術指導を必要として
いる。

FIMCO

Galal Maamoun

General Manager

Industrial Zone, 6th Oc-
tober

私営

板金、バンパーの色塗り

バンパーの目視検査（100
％) 、製品の表面のスク
ラッチテスト
（at random）

120～150台／月（ＢＭＷ
３シリーズ)、5 0台／月
（ＢＭＷ５シリーズ）

ＧＭ、スズキ、ヒュンダ
イ、Peugot、日産

無し。

需要の小ささの故、設備
投資が経済的ではない。
金型などの導入が困難。

あまり無し。

設備環境良好。砂の侵入
を防止する環境を設置。

プレス用金型



－118－

３－２　樺澤／丸山　担当３－２　樺澤／丸山　担当３－２　樺澤／丸山　担当３－２　樺澤／丸山　担当３－２　樺澤／丸山　担当

炭酸ガスレーザ
発振器： 1.7kW　Rofin Sinal（ドイツ）
工作台：３次元、２ｍ×２ｍ　Prima Industry（イタリア）
冷却装置：フランス製
イタリアにて、３名が主に加工台の取り扱いの教育を受けた（運転技術２名、
保守技術１名)。
エアコンで室温管理。ダストはエジプトの特殊事情を考慮して、完全密封の加
工室とした。
ただし、加工室は発振器ゾーンと加工ゾーンをさらに２部屋に分離し、加工ゾー
ンでは発生ヒュームを外部にフィルターを介して排気。
光学部品　２回／年
発振器オーバーホール　１回／年
発振器部品交換　１回／年
以上は稼働状況による。プレス品後加工の特殊性から、日本でのブランキング、
メーカー内製に比べると、はるかに稼働率は低いものと考えられる。
レーザ溶接による対象部品の拡大。現在取組中の部品は、溶接継手形状から難
しいケース。しかし、技術的ポイントをまったく知らずに、力ずくで挑戦中。
　設計者は、日本でのＪＩＣＡ研修者であり、設計技術は一応保有している。
また、寸法検査装置は、室温管理まで行っており、十分な技術を有すると感じ
られた。
　室内には「Time is Money」の標語があり、従業員の執務状態も良好で積極
性に勤務。
　会長のAtef氏は４つの会社のオーナーであり、今回出席のKhaled氏のUTP
Group社もその１つ。エジプトでの典型的な先進的民営企業と感じられた。
　なお、ＵＴＰ社は、グループ会社の販売とともに、設備輸入などを手がけて
いる。Khaled氏はレーザ切断機導入立ち上げ時の担当者であり、技術面が詳し
いため出席した。

　自動車生産量が極端に少ない。したがって、技術的にはレーザは適した加工
法であるが、設備コストの高いことが難点。稼働率が確保できない。
　競合技術はZATH金型である。日本では試作に使う寿命の短い金型であり、低
コスト。エジプトでは量が少ないので本生産に使用できる。
　現状ではZATH金型が使えるので、設備投資を要するレーザは不利。以上、レー
ザの実用は当面、非現実的。
　法的にトラックで60％、乗用車で40％が要求されている。また、これ以上の
拡大は税制優遇があることで、拡大を目指している。
　本当の意味での現地生産品は極めて少ない。多くのケースでは少なくとも原
料は輸入、金属部品ではプレス品を輸入して、組立てのみエジプトで実施し現
地生産品と認定しているケースがほとんど。
レーザを保有する会社もあるが、稼働率が低いため、これを使用した部品は著
しく高コストになるため、使用することは出来ない。すでに見学したESPI社も
生産使用は疑問。

自動車生産量が極端に少ない。したがって、技術的にはレーザは適した加工法
であるが、設備コストの高いことが難点。稼働率が確保できない。以上は、ス
ズキの村松工場長の見解と同一。
　レーザの稼働率を上げるには、１社で導入してそこに各社が加工委託する形
態があり得るが、現状の競争関係では出来ないとのこと。
　一方、現在、自動車部品工業全体の協同組合がある。ここで、政府補助を50
％程度入れた第３セクターとしてレーザ加工会社を作ろうとの計画が話されて
いる。この場合、技術指導は設備機器メーカー、自動車会社に期待している。
　実のところ、彼らはＣＭＲＤＩには基礎技術指導の面で感謝しているものの、
実践的能力を疑問視している。ある意味では、試作サービス（受託加工営業）
の主導権をＣＭＲＤＩと組合とで綱引きしている状態にある。
　なお、組合はすでにあり、面会者の社長がSecretaryをつとめている。この場
合の組合は鉄、アルミ、ゴム、プラスチック部品を含み、全分野で考えると相
当のレーザの仕事がまとまるとの見方。

ＥＳＰＩ社
保有レーザ切断機

技術取得

設置環境

保守

レーザ将来課題

その他

スズキ
エジプトにおけるレーザ展望

現地調達率拡大の意義

現地調達品の現状

現地調達におけるレーザの可能性

ＭＩＳＲＩＡＴ社
エジプトにおけるレーザ展望

レーザ導入の手段
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Engineering Company

Mohamed Abou El Yazid Shebl

Chairman

6th October

約200人

自動車排気管

プレス、溶接（溶接工が多い）

エジプト自動車各社

不明

難加工材であるステンレスを加
工（専用加工機保有)。また、
製品も機能部品であり、溶接品
質は高そう。

特殊製品に特化しているため、
一般技術不明。

不明

寸法検査良（検査室独立）

手作りの世界。量的拡大は難。
特殊部品を扱っているため、意
気は高い。

無し

無し

企業名称

面接者

職名

所在地

資本

従業員数

製品

設備

生産量

顧客

ＣＭＲＤＩとの
関係

技術的特徴

技術的問題点

技術移転への要
望

ＱＣ体制

工場の状況と所
感

プ ロ ジ ェ ク ト
テーマとの関係

レーザ切断試作
サービス可能性

SUZUKI

村松進

工場長

6th October

240人

自動車５車種（トラック、バ
ン、乗用）

溶接（スポット溶接ライン、手
動アーク)、塗装

2,500台／年

エジプト国内

無し

無し（現地調達－外注の企画、
指導に優れる：系列会社無し）

品質検査、資材管理

無し

良（日本的指導）

簡易部品のみを自社製作する
が、日本の指導でも限度有り。

無し（レーザ導入するにはマス
が小さい。他社も同様）

無し

MISRIAT

Hassan Sakr

Managing Director

6th October

約150人

自動車足廻り部品

プレス、溶接。とくに目立った
設備は無い。

エジプト自動車各社

基礎技術の指導に期待。

自動車に関する一般板金加工

実際的問題はスズキに指導を受
ける。

実践的新技術に関しては、自動
車、設備メーカーの指導を期
待。部品業組合としての技術習
得を企画。面接者は同組合の
Secretary 。

特段の姿勢無し

比較的特徴の無い、一般的自動
車部品板金工場。

レーザ切断は将来的に欲しい技
術と認識。ただし、稼働率の問
題から導入難としている。

シャシー部品のトリムを希望す
るが、２ｍ長のため対応不可。
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企業名称

面接者
職名
所在地
資本
従業員数
製品

設備

生産量

顧客

ＣＭＲＤＩとの
関係

技術的特徴

技術的問題点

技術移転への要
望

ＱＣ体制

工場の状況と所
感

プ ロ ジ ェ ク ト
テーマとの関係

レーザ切断試作
サービス可能性

ＥＳＰＩ(Egypto Swiss Preci-
sion Industries)
Safwat M.Sadhom
Project & Q.C.Manager
10th of Ramadan

約80人
①金型：樹脂射出成形、ダイカ
スト、②板金部品、③レーザ切
断：ＧＭ向け自動車部品（クロ
スメンバー、フロアパネル、ホ
イールハウスのプレス品のトリ
ミング、孔あけ)、薬品用特殊
部品（高ニッケル合金）
レーザ切断機 1.7kW、放電加工
機、ワイヤカット加工機、ＣＮＣ
ミーリング加工機（形状トレー
ス付き)、平面切削・研磨混載
機、精密寸法測定器、マシニン
グセンター

プラスチック製品製造会社（食
品、化粧品等）

新規？

金型設計・製作

自己認識としてとくに無し。
レーザ溶接挑戦中であるが、原
理知識が全くない。

とくになし。ただし、自慢の金
型設計者はＪＩＣＡの日本研修
者。

出荷検査として実施する寸法
は、極めて良好に管理されてい
る。
工場設備の管理、従業員の執務
状況は極めて良好。

設置時の装置運転トレーニング
の技術のみ保有。切断、溶接の
技術指導に意味あり。

すでに切断機保有のため、不
要。ただし、溶接について関心
大。

IDEAL

Adel Zaghloul
Vice President
Cairo

3,300人
洗濯機、冷蔵庫、鋼製家具

各種板金加工機、溶接機（モー
ター、コンプレッサ等の心臓部
は購入）

洗濯機600～800台／日、冷蔵庫
1,200台／日
エジプト国内、アフリカ諸国。
国内シェア洗濯機80％、冷蔵庫
55％。
金属部品、工場設備保守につい
て指導。ex. 工場の特殊配管は
ＣＭＲＤＩの工場による。
日本の家電製品に比し、溶接を
多用。

溶接関連では無意味に人手が掛
かりすぎる。治具設計、良好溶
接の知識が不足。

ＱＣに関する指導を熱望。会社
リストラにとり不可欠のため、
一方、レーザ技術導入を熱望。
しかし、具体的対象、技術不
明。
ＩＳＯ9000等、一通りの対応は
とっている。

工場は広いが、ラインレイアウ
トが不明瞭。人手介在作業が多
いため。

レーザ技術の指導。モデル数が
多いなら金型レス切断として効
果あり。ただし、期待表明は
あったが、具体的対象例示は無
かった。
本体パネルは大きすぎ不可能。
部品はケースバイケース。

Nile Metallic Industries

Mohamed El-Maltawy
Maintenace Manager
6th October

①琺瑯バス、②ステンレス製
キッチンセット（ブランドは
スイスFRANKE)、③自動車用燃
料タンク（Hyundai向け）

プレス機、スポット溶接機、
抵抗シーム溶接機、各種金型
加工用工作機械、琺瑯焼成
炉、なお、溶接機は新鋭機保
有。

燃料タンク：100台／日、バス
タブ：100台／Hr
住宅機器は国内、輸出。燃料
タンクはエジプト大宇自動車
向け。
新規？（Ｃ／Ｐより業務紹
介）

プレス、溶接、琺瑯と板金加
工の多メニューを使いこな
す。自社用金型は社内生産。
新鋭機械を使いこなしてい
る。しかし、溶接機の場合、
制御因子個々の適正化の意味
について不案内のため技術向
上を期待。
上記溶接技術（抵抗溶接）に
ついて指導を希望。

通常の管理。とくにＱＣにア
クセントをおいた活動は見ら
れない。
多くの技術要素を使いこなす
ユニークな会社である。燃料
タンクは自動車の最重要部品
であり、一応の水準と評価さ
れている。
バスタブ（多モデル、大型）
のプレフランジのトリミング
にレーザ切断機の導入を希
望。レーザは溶接よりも切断
で役立つと認識。
バスタブはサイズ大（２×１
ｍ）のため不可能。
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４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明４．技術的見解・説明

４－１　アルミダイカスト（吉田千里）４－１　アルミダイカスト（吉田千里）４－１　アルミダイカスト（吉田千里）４－１　アルミダイカスト（吉田千里）４－１　アルミダイカスト（吉田千里）

(１) アルミダイカスト技術移転方法

１) 高圧を用いるダイカストには種々の方法がある。大きく分類して、高速射出する通

常のダイカストと、スクイズキャスティングともいわれているやや低速で射出する方法

がある。前者は一般的なダイカストで、大量生産で製品の形状や寸法に重点を置いてい

るのに対し、後者は特殊なダイカストで、量産よりも製品の品質に重点をおき熱処理も

可能とするものである。今回エジプトに技術移転するのは、前者の一般的なダイカスト

（コールドチャンパー・水平射出・横型締め）である。

２) ダイカスト金型は２種類を日本で用意する。第１段階の金型は機械的性質（引張試

験、疲労試験、衝撃試験）が測定できる製品用の金型である。第２段階の金型はより複

雑形状の製品（家電製品または自動車部品）ができる金型とする。

　これら２種類の金型を使用してダイカストを行いターゲット製品とする。

３) エジプトではプラスチック射出成形用金型の設計製作技術はある。ダイカスト用金

型技術に関してはまだはっきりしていないが、射出成形用があることから、金型の基礎

的な技術はあると考えられる。

　エジプトのダイカスト用金型の技術力を調査して、エジプトで製造可能（複雑形状品

の必要はない）であれば、第三段階の金型としてエジプト製金型でダイカストすること

が考えられる。調査としては、エジプトのダイカストメーカーのＥＩ－ＡＲＡＢＹ社な

どが適当であろう。

　エジプト製金型でのダイカストおよび金型の設計と製作の知識により、金型技術も技

術移転されることになる。

(２) ダイカストの技術移転項目

１) ダイカストの知識

　①各種ダイカスト技術概略、②ダイカスト機、③金型概略（材質、構造、鋳造方案

など)、④溶解と合金、⑤ダイカスト射出方法、⑥鋳仕上げ、⑦検査、など

２) ダイカスト作業の実技に関する技術移転

　①合金の溶解技術

　②製品の形状や品質に対し以下のような項目を検討する。

　　合金の溶解温度の影響、射出条件（圧力、射出速度)、金型温度の影響

　③鋳仕上げ
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　④製品の検査

３) ダイカスト機と金型の保守と補修の実技

４) 金型の設計と製作の知識（短期専門家による）

(３) 研修サービス案

１) ＣＭＲＤＩあるいはダイカストメーカーでＣＭＲＤＩ主催の研修サービスを開催す

る。

２) 研修サービスの対象となるのは、ダイカストメーカー、ダイカストに関心のあるメー

カー、金型メーカー、学生などである。

３) 研修内容は以下のようなものになろう。

　①ダイカスト全般の講義

　②ダイカストの実技

　　合金の溶解作業

　　ダイカストで射出作業

　　鋳仕上げ作業

　　金型の設置作業や補修作業

　③ダイカスト製品の調査

　　鋳造欠陥調査方法、ミクロ組織調査方法、機械的性質測定方法など

以上
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４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について）４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について）４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について）４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について）４－２　レーザー切断（炭酸ガスレーザ導入について）

(１) 技術的相違点（炭酸ガス（ＣＯ2）レーザとＹＡＧレーザ）

　炭酸ガスレーザとＹＡＧレーザの大きな技術的相違点は、レーザ光の伝送にファイバー

が使えるかどうかである。

　ＹＡＧレーザはファイバーが使えるため、目標位置に直接的に容易にレーザを照射出

来る。一方、炭酸ガスレーザでは空気中をまっすぐに伝送し、必要に応じて鏡で方向を

変える。このため、レーザを目標位置へ３次元的に伝送するには、多数の鏡とその駆動

装置、位置決め装置が必要となり、機械的に複雑になる。

　５年前に多関節ロボットを使用した同様の装置が各社で開発されたが、実用には至ら

なかった。現在、市販されている３次元（５軸制御）炭酸ガス加工機も、形式は異なる

ものの基本的には機械構造を採用しており、日本ではほとんど使用されていない。

　炭酸ガスレーザは光学部品の精度面で不具合を生じやすい欠点を本質的に有するため

である。ただし、有償であるが、装置メーカーによる保守技術を期待するなら、それな

りに使用することは可能といえる。

（注）太陽光線を手鏡で反射させて光を室内の壁に当てる時、手元のわずかな動きで光の当たった場

所は移動する（光天秤の原理)。逆に光の当たる位置を一定に保つには、手元の僅かなズレも許さ

れない。すなわち、上記炭酸ガスの導光光学装置は、原理的に可能であるものの、機械構造が存

在することで、本質的に精度上脆弱である。

　　なお、Ｔｒｕｍｐ社が、｢炭酸ガスレーザは発振器本体はＹＡＧレーザより安いが、加工機となる

と炭酸ガスレーザより高くなる」と言ったのは主に光学系装置の複雑さを表すものといえる。

　次に両方式のレーザの違いは、発振媒体が個体かガスかの相違である。固体の媒体を

使用するＹＡＧではハンドリングが容易で、故障の面でも圧倒的に炭酸ガスレーザより

優れる。

(２) 企業への技術移転からみたレーザの方式

　個別企業がレーザ切断機を設置するケースを想定すると、当然ながら必要機能のみの

安い設備を設置するはずである。日本の中小企業への普及段階を考えたとき、最初の段

階は２次元平板素材切断（ブランキング）である。この場合、炭酸ガスレーザが圧倒的

に有利である。

　次の段階はプレス部品の３次元切断（トリミング）である。この場合、ロボットを使

用したＹＡＧレーザが現実的である。

　基本的な棲み分けは将来的にも同様と考えられる。しかし、３次元加工の用途では

ＹＡＧレーザが比較的高額なため、普及が２次元加工に比べ遅れている（実際の台数は

同等だが、適用の比率で考えると小)。一方、ＹＡＧレーザの大出力化、低価格化が着々
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と進行している。このため、将来技術の主流はＹＡＧレーザと言われている。

　以上から近い将来を考えると、レーザの黎明期であるエジプトでは２次元切断が現実

的である。この点では２次元加工の炭酸ガスレーザが使われると考えられる。

(３) 自動車部品におけるエジプトの特殊性

　自動車部品では現在、国内生産比率の増加が期待されているが、技術力とマーケット

規模の両面から比較的単純、大型（重い）のものが多い。小物部品は比較的精度を要す

るものであり、技術あるいは高精度の高額な設備投資が必要となるためである。典型例

はエンジン、ミッション部品であり、当面国内生産化は難しいとされる。

　この点、ＣＭＲＤＩが比較的厚いもの、大きなものを想定されるとした点は真実味が

ある。ただし、板金加工において厚物には日本でもレーザの適用が少ないことを考える

と（羹で高生産性を得るには、高額な高出力機を要する)、エジプトでのレーザのメリッ

トは判らない。

(４) レーザ設置企業の現況

・ＡＢＢ社

変電配電機器（電力遮断機）を製造している。製品筐体（ケース）が薄鋼板製であり、

この切断、孔あけにレーザを使用している。レーザ装置はＴｒｕｍｐ社製（独）2,200

Ｗの炭酸ガスレーザ２次元切断機である。加工台寸法は４×４ｍ程度である。生産規

模が大きいため、自社用の加工専門であるが、時間稼働率は10％程度と日本に比べる

と著しく低い。すでに、類似用途の多数のタレットパンチがあるため、特にレーザに

適した用途に限定しているためである（全切断、孔あけの５％に適用)。潜在的には、

レーザの用途は大である（タレットパンチと代替)。

・ＥＳＰＩ社

金型製造の会社であるが、一部板金部品の製造を行っている。レーザ切断機では、い

すゞ、シボレー向け自動車部品（クロスメンバー、フロアパネル、ホイールハウスな

ど、プレス品のトリミング、孔あけ)、薬品用特殊容器部品（高ニッケル合金）の孔あ

けを行っていると説明を受けた。しかし、前者の自動車部品については、工場の状況、

スズキでの情報から、テストを実施したのみで生産は実施していないと想像される。

スズキの情報では製品価格の点で契約できなかったとのこと。

レーザ装置は発振器本体が Rofin Sinal社製（独）の1,700Ｗの炭酸ガスレーザ３次

元切断機（５軸制御）である。加工台寸法は２×２ｍ程度である。
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(５) 供与機材の選択の条件

　先方の要求は次の４点である。

・炭酸ガスレーザ

・３次元加工

・切断、溶接、表面改質

・試作サービス

　これに対し、派遣専門家側との技術的調整条件は次の２点である。

・実践的技術移転をどの範囲で考えるか。

ａ　実践的技術、ｂ　実践的技能、ｃ基本要素（実物の一部分）試作、

ｄ　実物試作、ｅ　実用受託生産

・将来的技術拡張性

ａ１　切断、ａ２　溶接、　ａ３　表面改質

ｂ１　薄物、ｂ２　厚物

ｃ１　２次元加工、ｃ２　３次元加工

＊

炭酸ガスレーザ：研究開発用には５kWが15年前から主流。

　　　　　　　　産業用では５kWが現在主流、最大６Ｗ（切断)、50kW（溶接）

ＹＡＧレーザ　：研究開発用では１kWは５年前に世界最大級。現在１～２kW程度が主流。

　　　　　　　　産業用では 0.5kWから１kWが主流。最大級５kW。



－128－

【参考】【参考】【参考】【参考】【参考】

日本の中小企業のレーザ設備導入経過

Ａ：板金（薄網版）加工

(１) 一般板金部品分野でのレーザ切断（平板ブランキング、平板孔あけ）

　主に事務用品等板厚1.0mm以下の汎用受託加工。加工台寸法は１～２ｍ。少量他品種生

産に適するため（金型フリー精密切断)。現在も、中小企業では受託加工が主流。

(２) 一般板金部品でのレーザ切断（平板ブランキング、平板孔あけ）

　中堅企業で専用設備化（社内用途は少量他品種)。稼働率を確保できるため、設備設

置。

Ｂ：自動車、自動車部品大手企業

(１) 自動車電装部品溶接（軸対称部品の丸棒円周溶接）

　板厚１mm程度の専用設備。多量生産に適する。加工台寸法は数十cm。

　元来、高精度部品であり、軸対称溶接（円周溶接）に対して従来溶接（プラズマ溶接）

から転換。

(２) 乗用車ボディ部材トリミング、孔あけ

　主にボディ外板。大型部材が多い。プレス後の正確な孔あけ（アンテナ孔、装飾パー

ツ取付け孔等)。多量生産のため、専用設備。

(３) 乗用車各種部材のマーキング

　製造番号、管理番号等を刻印。加工寸法は小だが、製品サイズは多様。

　多量生産のため、専用設備。

(４) 自動車部材のテーラードブランク溶接（平板溶接後にプレス）

　日本では自動車会社が設置。稼働率の確保できるモデルに限定。欧米では専門部品会

社（系列の慣習がないため）が多数設置。現在、レーザ加工の技術的主流である。

　加工品は一般に大型（１～２ｍ)。ただし、板厚は1.6mm以下。

(５) プレス後部材の組立て溶接

　自動車会社本体が実施。日本、欧州でも稀なケース。これからの技術。

　加工品はボディ本体に近い大型品で、加工寸法も大きい。多量生産、専用設備。
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(６) エンジンバルブの硬化肉盛溶接

　一部の自動車会社が実施。難度の高い、表層改質技術。

　加工品はバルブの場合100mm程度の小型品、バルブシートの場合800×400mm程度の中型

品。加工寸法は30mm程度。多量生産、専用設備。

Ｃ：厚板使用（重工）企業

(１) 橋梁業界（大企業）では10年程度以前よりレーザ切断機の導入が本格化。

　現在の主流は６kWの大型機で、加工寸法も５×10ｍ程度の大型品。板厚は６～20mm。

(２) 鋼材シヤリング業界（鉄鋼問屋－中小企業も多い）にて、５年程度以前よりレーザ切

断機導入のブーム。設備能力、規模は橋梁の場合と同様に大型。

以上
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